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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 第85期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、旧商法210条ノ２第２項第３号の規定によ

って取締役・執行役員への株式の譲渡のため自己株式を取得していますが、譲渡価格が期中平均価格よりも

高いため希薄化しないので記載しておりません。 

  第86期のそれは旧商法210条ノ２第２項第３号の規定によって取締役・執行役員への株式の譲渡のため自己

株式を取得していますが、譲渡価格が期中平均価格よりも高いため希薄化せず、また、商法280条ノ20およ

び280条ノ21の規定に基づき取締役・執行役員・監査役・使用人に対して、新株予約権証券を発行していま

すが、行使価格が期中平均価格よりも高いため希薄化しないことから記載しておりません。 

３ 第86期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金

額の算定に当たっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号)及び「１株当た

り当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第４号)を適用しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第85期 第86期 第87期 第88期 第89期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (千円) 23,226,671 25,469,841 25,227,090 26,800,008 32,195,743

経常利益 (千円) 1,468,447 2,445,658 1,978,609 2,188,709 3,349,788

当期純利益 (千円) 804,294 1,284,015 1,142,168 1,287,733 1,733,366

純資産額 (千円) 18,378,249 18,165,221 19,357,780 20,279,257 23,152,692

総資産額 (千円) 25,799,991 26,192,084 27,603,138 28,658,924 35,150,745

１株当たり純資産額 (円) 543.14 569.60 608.04 633.42 724.44

１株当たり当期純利益 (円) 22.43 37.76 35.58 39.85 53.99

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― 35.37 39.63 53.83

自己資本比率 (％) 71.2 69.4 70.1 70.8 65.9

自己資本利益率 (％) 4.4 7.1 5.9 6.4 7.5

株価収益率 (倍) 16.1 11.1 17.1 17.5 12.9

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 2,369,932 4,172,125 2,686,053 2,749,848 4,850,957

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △775,208 △1,461,832 △2,900,932 △2,757,510 △3,432,243

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △1,561,798 △1,119,495 △976,864 △201,555 △33,956

現金及び現金同等物の 
期末残高

(千円) 3,322,037 4,828,775 3,575,740 3,354,563 4,820,207

従業員数 (人) 988 1,205 1,503 1,546 1,872



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 第87期の１株当たり配当額18円50銭（中間配当額４円）には、創立60周年記念配当10円を含んでおります。

第88期のそれは配当金11円50銭（中間配当額５円）に、業績配当１円50銭を含んでおります。 

第89期のそれは配当金16円（中間配当額５円50銭）に、業績配当５円を含んでおります。 

３ 第85期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、旧商法210条ノ２第２項第３号の規定によ

って取締役・執行役員への株式の譲渡のため自己株式を取得していますが、譲渡価格が期中平均価格よりも

高いため希薄化しないので記載しておりません。 

  第86期のそれは旧商法210条ノ２第２項第３号の規定によって取締役・執行役員への株式の譲渡のため自己

株式を取得していますが、譲渡価格が期中平均価格よりも高いため希薄化せず、また、商法280条ノ20およ

び280条ノ21の規定に基づき取締役・執行役員・監査役・使用人に対して、新株予約権証券を発行していま

すが、行使価格が期中平均価格よりも高いため希薄化しないことから記載しておりません。 

４ 第86期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金

額の算定に当たっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当

たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

  

回次 第85期 第86期 第87期 第88期 第89期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (千円) 20,681,978 22,473,788 21,823,314 22,598,598 27,298,042

経常利益 (千円) 1,063,237 1,730,345 1,491,797 1,653,282 2,969,923

当期純利益 (千円) 626,514 902,648 1,031,844 1,088,006 1,633,246

資本金 (千円) 4,808,201 4,808,201 4,808,201 4,808,201 4,808,201

発行済株式総数 (千株) 34,057 34,057 34,057 34,057 34,057

純資産額 (千円) 17,742,224 17,291,576 18,529,160 19,296,782 21,792,356

総資産額 (千円) 23,796,255 23,780,653 25,452,391 25,727,375 31,320,171

１株当たり純資産額 (円) 524.34 542.16 581.99 602.71 681.86

１株当たり配当金 
(内１株当たり 
中間配当金)

(円) 
(円)

8.5 
(4.00)

10.0
(4.00)

18.5
(4.00)

11.5 
(5.00)

16.0
(5.50)

１株当たり当期純利益 (円) 17.47 26.29 32.11 33.59 50.85

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― 31.92 33.41 50.70

自己資本比率 (％) 74.6 72.7 72.8 75.0 69.6

自己資本利益率 (％) 3.5 5.2 5.6 5.6 7.5

株価収益率 (倍) 20.7 16.0 19.0 20.8 13.7

配当性向 (％) 47.7 36.8 57.6 34.2 31.5

従業員数 (人) 485 473 469 443 446



２ 【沿革】 

 
  

昭和18年６月 現本社所在地において、資本金1,700千円を以って、ピアノ線・各種ばね・その他線材

製品の製造加工を目的として『三興線材工業株式会社』を設立しました。

昭和20年７月 日染興業株式会社(資本金750千円)を吸収合併しました。

昭和27年６月 トヨタ自動車株式会社他、数社のメーカーに高級弁ばね納入を開始しました。

昭和28年６月 自動車タイヤ用ビードワイヤーの量産に成功しました。

昭和39年10月 株式を公開し、大阪証券取引所市場第二部に上場しました。

昭和40年10月 業容の拡大に伴い、東京、名古屋両営業所を支店に昇格しました。

昭和42年10月 豊田市に新工場(豊田工場)を建設して、ばね部門の生産強化をはかりました。

昭和47年12月 宮城県名取市に子会社、サンコール仙台株式会社を設立しました。

昭和49年２月 熊本県菊池市に子会社、サンコール菊池株式会社(現連結子会社)を設立しました。

昭和56年３月 山梨県中巨摩郡甲西町に子会社、サンコールエンジニアリング株式会社(現連結子会

社)を設立しました。

昭和56年８月 精密加工製品の生産強化の推進を計り、ビードワイヤーの生産は廃止しました。

昭和59年３月 電子回路チェック用プローブの設備投資を行い生産を開始しました。

昭和60年12月 固定ディスク磁気記憶装置用部品の設備投資を実施し超精密分野への展開を計りまし

た。

平成元年５月 米国に100％出資現地法人SUNCALL SANKO CORP.を設立しました。

平成元年６月 米国にSUNCALL SANKO CORP.の50％出資現地法人SANKO PETERSON CORP.を設立しまし

た。

平成元年11月 愛知県豊田市において新工場(広瀬工場)を建設しました。

平成２年１月 SUNCALL SANKO CORP.の子会社として米国SWISSTRONICS,INC.(マサチューセッツ州)を

買収しました。

平成３年４月 『サンコール株式会社』に社名を変更しました。

平成４年４月 香港に子会社、SUNCALL CO.,(H.K.)LTD.(現連結子会社)を設立しました。

平成４年11月 愛知県豊田市の広瀬工場を、子会社、広瀬テクノロジー株式会社(現連結子会社)とし

て設立しました。

平成６年３月 SUNCALL CO.,(H.K.)LTD.の中国工場を深圳市に開設しました。

平成７年１月 兵庫県揖保郡新宮町に子会社、ミクロワイヤー株式会社を設立しました。

平成７年３月 エンジン用弁ばね材料、およびコンピュータ用記憶装置のディスクドライブ用サスペ

ンションの設計・開発等でＩＳＯ9001をまた自動車用弁ばね等の製造についてＩＳＯ

9002の認証を取得しました。

平成９年１月 サンコール仙台株式会社を閉鎖して、その事業をサンコール菊池株式会社へ統合しま

した。

平成９年10月 インドネシアに子会社、PT.SUNCALL INDONESIA(現連結子会社)を設立しました。

平成11年８月 SUNCALL SANKO CORP.が所有しています100％子会社のSWISSTRONICS,INC.を資産売却い

たしました。

平成12年１月 北米に子会社、SUNCALL AMERICA INC.(現連結子会社)を設立しました。

平成12年11月 タイに子会社、SUNCALL HIGH PRECISION(THAILAND)LTD.(現連結子会社)を設立しまし

た。

平成13年２月 SUNCALL SANKO CORP.を清算いたしました。

平成13年12月 大阪証券取引所市場第一部へ指定替え上場しました。

平成14年８月 ミクロワイヤー株式会社を清算いたしました。

平成15年１月 精密塑性加工技術をより一層極める為、本社敷地内にナノテクセンターの建設に着手

いたしました。

平成15年10月 ICタグ用ミューチップインレットの開発と量産化に成功し市場に参入いたしました。

平成16年１月 10ギガビット光トランシーバーの開発・量産化に成功し市場に参入いたしました。

平成16年１月 当社の子会社である、アメリカ現地法人(SANKO PETERSON CORP.)を100％子会社化し、

同じく100％子会社であるアメリカ現地法人SUNCALL AMERICA INC.に吸収合併いたしま

した。

平成16年12月 ベトナムに子会社、SUNCALL TECHNOLOGY VIETNAM CO.,LTD.(現連結子会社)を設立しま

した。

平成17年２月 チェコに子会社、SUNCALL EUROPE s.r.o.(現連結子会社)を設立しました。



３ 【事業の内容】 

 当社グループ(当社及び当社の関係会社)は、当社、子会社９社及び関連会社１社で構成され、その事業は精密加工金

属製品・関連品の製造販売事業及びその他製品の取扱事業に二区分しております。 

(1) 精密加工金属製品・関連品の製造販売事業は、次の事業部門に区分されております。 

精密機能製品 

 エンジン用バルブスプリングおよびバルブコッター、ピストンリング材、自動車用安全装置機能部品、ＡＴ部品、Ａ

ＢＳ用アクチュエーター、ＡＢＳ用センサーリング、ブーツクランプ、各種異形ばね、異形リング、細工ばね、薄板ば

ね、精密細物ピアノ線、精密異形線、硬鋼線、オイルテンパー線、耐熱合金鋼線の製造・販売を行っております。 

  

デジトロ製品（デジタルとエレクトロニクスの造語であります。） 

 プリンタ用精密部品、ＨＤＤ用精密部品(サスペンション)、情報機器部品の製造・販売を行っております。 

  

ＦＯ＆Ｓ製品（Ｆｉｂｅｒ Ｏｐｔｉｃ＆Ｓｅｎｓｏｒの略であります。） 

 光ファイバー用精密部品、電子回路チェック用プローブの製造・販売を行っております。 

  

(2) その他製品の取扱事業は、次のとおりであります。 

 精密カム、トライカム、ピックアンドプレス簡易ロボット、自動化装置等の製造・販売を行っております。 

  

事業の系統図は、次のとおりであります。 

  
 

  



４ 【関係会社の状況】 

  

 
(注) １ 主要な事業の内容欄には、事業部門等の名称を記載しております。 

２ 特定子会社であります。 

３ 有価証券報告書の提出会社であります。 

  

名称 住所
資本金
(千円)

主要な事業
の内容

議決権の所有
(又は被所有) 
割合(％)

関係内容

(連結子会社)

サンコールエンジニアリング株
式会社

山梨県南アルプス市 30,000

精密機能関連
部品及びＦＯ
＆Ｓ関連部品
の製造及び販
売

100

精密機能製品、ＦＯ＆Ｓ製
品の一部を製造しておりま
す。 
当社より土地及び建物等の
貸与を受けております。 
役員の兼任等…無し

広瀬テクノロジー株式会社 
(注)２

愛知県豊田市 450,000
精密機能関連
部品の製造及
び販売

100

精密機能製品の一部を製造
しております。 
当社より資金援助を受けて
おり、又、土地及び建物等
の貸与を受けております。 
役員の兼任等…無し

サンコール菊池株式会社 熊本県菊池市 70,000

精密機能関連
部品の製造及
び販売並びに
デジトロ関連
部品の販売

100

精密機能製品、デジトロ製
品の一部を製造しておりま
す。 
当社より資金援助を受けて
おり、又、土地及び建物等
の貸与を受けております。 
役員の兼任等…無し

SUNCALL AMERICA INC.
米国 
インディアナ州 
サウスカロライナ州

6,000,000
米ドル

精密機能関連
部品の製造及
び販売並びに
ＦＯ＆Ｓ関連
部品の販売

100

精密機能製品の一部を製造
及び販売し、ＦＯ＆Ｓ製品
の一部を販売しておりま
す。 
当社より資金援助を受けて
おります。 
役員の兼任等…無し

SUNCALL CO.,(H.K.)LTD.
香港 
九竜島

4,050,000
香港ドル

デジトロ関連
部品の製造及
び販売

100

デジトロ製品の一部を製造
及び販売しております。 
当社より資金援助を受けて
おります。 
役員の兼任等…無し

PT.SUNCALL INDONESIA
インドネシア国 
西ジャワ州

4,000,000
米ドル

デジトロ関連
部品の製造及
び販売

100
デジトロ製品の一部を製造
及び販売しております。 
役員の兼任等…無し

SUNCALL HIGH PRECISION  
(THAILAND)LTD.

タイ国 
チョンブリ県

100,000,000
タイバーツ

デジトロ関連
部品及び精密
機能関連部品
の製造及び販
売

100

精密機能製品、デジトロ製
品の一部を製造及び販売し
ております。 
当社より資金援助を受けて
おります。 
役員の兼任等…無し

SUNCALL TECHNOLOGY VIETNAM 
CO.,LTD.

ベトナム国
ハノイ市

2,600,000
米ドル

デジトロ関連
部品の製造及
び販売

100

デジトロ製品の一部を製造
及び販売しております。 
当社より債務保証を受けて
おります。 
役員の兼任等…無し

SUNCALL EUROPE s.r.o.
チェコ共和国 
プラハ市

3,000,000
コルナ

ＦＯ＆Ｓ関連
部品の販売

100
ＦＯ＆Ｓ製品の一部を販売
しております。 
役員の兼任等…無し

(その他の関係会社)

伊藤忠商事株式会社 (注)３ 東京都港区 202,241,311
国内及び海外
における各種
の商品売買等

(20.3)

現状はＦＯ＆Ｓ製品を子会
社に少し販売している程度
で、通常の取引関係は大き
くありませんが、人材及び
情報提供等で相当の支援を
受けております。



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年３月31日現在 

 
(注)１ 従業員数は当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向

者を含む就業人員であります。 

  ２ 従業員が前期年度末に比べて326名増加しておりますが、主にデジトロ製品のアジア生産拠点進出及び生産能

力増強に伴う人員増加で、SUNCALL TECHNOLOGY VIETNAM CO.,LTD.にて170名増加及び、SUNCALL CO.,(H.K.)

LTD.にて164名の増加によるものです。 

  ３ 全社(共通)は、総務等の管理部門の従業員であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３ 従業員数には、執行役員９名を含みます。 

  

(3) 労働組合の状況 

労使関係は円満に推移しております。 

 組合の名称   サンコール労働組合      組合員数317名 

 組織の状況   単一組合(上部団体には加盟しておりません。) 

事業部門の名称 従業員数(人)

精密機能製品 488

デジトロ製品 1,117

ＦＯ＆Ｓ製品 35

その他製品 24

全社(共通) 208

合計 1,872

従業員(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

446 38.5 16.1 6,118,000



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 
(1) 業績 

当期におけるわが国経済は、原油、原材料価格の高騰による悪影響を受けながらも、企業収益、雇用

情勢の改善や株価の回復により個人消費に回復の兆しが見られる等、緩やかながらも回復基調で推移い

たしました。 

 このような環境の中で当社グループは、コアである精密塑性加工技術と素材から加工品までの一貫生

産メーカーとしての特長を活かしながら、部品メーカーとしてお客様への供給責任を全うすべく努力し

てまいりました。 

 これらの結果、当期の連結業績は、売上高が主力の自動車関連部品が期間を通じて高操業度で推移し

たことに加え、デジトロ製品のＨＤＤ用サスペンションの受注が想定以上に回復したことなどから321

億95百万円(前年同期比20.1％増)と大幅に増加しました。経常利益は増収効果と共に、為替が通期平均

113.95円/$(107.50円/$)と円安に推移したことなどから33億49百万円(前年同期比53.0％増)となりまし

た。当期純利益は、17億33百万円(前年同期比34.6％増)となり過去最高益を収めることができました。

 製品区分別には、精密機能製品関連におきましては、好調な自動車生産に支えられて期間を通じて高

操業度で推移し、弁ばね、スターター用リングギア等のエンジン用部品、リターンスプリング、ダンパ

ースプリング、異形リング等のトランスミッション用部品、シートベルト用リトラクターぜんまい、ブ

レーキシステム関連等の安全用部品が軒並み大きく伸びた結果、売上高は182億47百万円と前年同期比

11.2％増となりました。 

 デジトロ製品関連につきましては、ＨＤＤ用サスペンションが２．５“統合モデルへの本格納入の寄

与と下期に入り１．８“新モデル量産による増加等で前年の落ち込みから一転して倍増以上に急激に回

復しました。プリンタ関連の精密セラミックスローラーは、低機種向けが増えたことと、競争激化によ

る価格下落により数量は30％増加しましたが売上高は１桁の伸びに留まりました。その結果、デジトロ

製品全体の売上高は115億14百万円と前年同期比42.3％増となりました。 

 ＦＯ＆Ｓ製品関連につきましては、光部品がＦＴＴＨ関連においては回復基調も見られるものの、価

格競争による単価下落と欧州ＲｏＨＳ対応の影響等でほぼ横ばいで推移しましたが、電子回路チェック

用プローブが大きく伸びました。ＲＦＩＤ用ＩＣタグインレットは、インレット単品より一歩進めてタ

グ化の開発も進めておりますが、残念ながら量産化に至っておりません。ＦＯ＆Ｓ製品全体の売上高は

19億58百万円と前年同期比7.0％増となりました。 

 その他製品関連につきましては、売上高は475百万円と前年同期比1.5％増となりました。特に特記す

べき事項はありません。 

事業部門別の売上業績を示すと、次のとおりであります。 
  

 
  

所在地別セグメントの業績は日本では、自動車関連である精密機能製品が引き続き期間を通じて好調

に推移したことと、ＨＤＤ用サスペンションが大幅に回復したことに加え、為替が円安に推移したこと

などから、売上高279億42百万円(前年同期比20.8％増)、営業利益は30億18百万円(前年同期比42.8％

増)と大きく伸びました。北アメリカでは、売上高は自動車関連については好調でありましたが、鋼材

高騰の価格転嫁が下期にずれ込んだことから、売上高19億85百万円(前年同期比7.7％増)、営業利益は

81百万円(前年同期比21.8％減)となりました。アジアでは、香港でのプリンタ関連の売上高が大幅拡大

しましたが、ベトナム現地法人の創業費用等もあり、売上高46億78百万円(前年同期比23.0％増)、営業

利益は４億42百万円(前年同期比20.4％増)となりました。 

事業部門の名称

平成17年３月期(実績) 平成18年３月期(実績)
増減

自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日

自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日

金額 
(千円)

構成比
(％)

金額
(千円)

構成比
(％)

金額 
(千円)

前期比 
(％)

精密機能製品 16,407,932 61.2 18,247,297 56.6 1,839,364 11.2

デジトロ製品 8,092,633 30.2 11,514,353 35.7 3,421,720 42.3

ＦＯ＆Ｓ製品 1,830,569 6.8 1,958,248 6.0 127,679 7.0

その他製品 468,872 1.7 475,843 1.4 6,970 1.5

合計 26,800,008 100.0 32,195,743 100.0 5,395,735 20.1



(2) キャッシュ・フロー 

当連結会計年度における現金及び現金同等物は、営業活動によるキャッシュ・フローの増加が国内外

での積極的な設備投資活動によるキャッシュ・フローの減少を上回ったため、48億20百万円と前年同期

と比べ14億65百万円(43.7％増)の増加となりました。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度末の営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益30億93百万円と

減価償却費22億55百万円及び仕入債務の増加額10億90百万円を主体に48億50百万円と前年同期と比べ21

億１百万円(76.4％増)の増加となりました。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動によるキャッシュ・フローは、主としてＨＤＤ用サスペンション、精密異形製品関連、国内

子会社の広瀬テクノロジーのリングギア関連での設備投資を中心に、有形固定資産の取得額35億48百万

円の支出が大きな要因で34億32百万円の減少と前年同期と比べると支出額は６億74百万円(24.5％増)の

増加となりました。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動によるキャッシュ・フローは、海外子会社での借入金の増加があった一方、配当金の支払い

もあり、33百万円の減少(前年同期は２億１百万円の減少)となりました。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

  

 
(注) １ 金額は製造原価によっております。 

２ 金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注状況 

  

 
(注) 金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 販売実績 

  

 
(注) 金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

  

 
  

事業部門の名称 金額(千円) 前期比(％)

精密機能製品 8,545,127 30.1

デジトロ製品 7,757,388 54.1

ＦＯ＆Ｓ製品 1,080,841 △23.6

その他製品 275,282 33.3

合計 17,658,640 33.5

事業部門の名称
受注高 受注残高

金額(千円) 前期比(％) 金額(千円) 前期比(％)

精密機能製品 18,450,183 15.2 1,646,099 14.1

デジトロ製品 11,686,597 60.0 517,906 49.8

ＦＯ＆Ｓ製品 1,963,039 8.5 64,085 8.1

その他製品 485,622 △2.2 54,727 21.9

合計 32,585,443 27.2 2,282,819 20.6

事業部門の名称 金額(千円) 前期比(％)

精密機能製品 18,247,297 11.2

デジトロ製品 11,514,353 42.3

ＦＯ＆Ｓ製品 1,958,248 7.0

その他製品 475,843 1.5

合計 32,195,743 20.1

相手先

前連結会計年度
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日

当連結会計年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

SHENZHEN HAILIANG 
STORAGE PRODUCTS CO. 
LTD.

451,505 2.0 2,755,765 8.6



３ 【対処すべき課題】 

(1) 顧客満足度の向上 

グローバルな競争激化が進む中、当社のコアである精密塑性加工技術と素材から加工品までの一貫メ

ーカーとしての特長を活かし、お客様のニーズを先取りする営業活動と品質改善を通じて、なお一層の

お客様満足度向上に努めてまいります。 

(2) 環境保全への取り組み 

地球環境の保全問題は地球社会の一員として益々重要な課題となっております。当社は公徳優先、人

間尊重の経営理念の下、貴重な資源を大切にし、地球環境に貢献、地域と調和した企業活動を推進して

まいります。 

(3) 原材料価格の上昇によるコストアップの改善 

主材料である鋼材は、ここ数年過去に類を見ない値上がりをしており、お客様のご理解、ご協力で一

定の価格転嫁は実施できましたが、コストアップの負担増が継続しております。歩留改善、生産性アッ

プによる内部努力と抜本的な工法改善等により利益率改善に努めてまいります。 

(4) サスペンション事業の利益率改善 

ＨＤＤ用サスペンション事業は、受注回復基調にありますがハードディスク装置の高密度化による要

求機能の高度化により十分な収益性を確保するに至っておりません。生産技術力強化による工程歩留の

改善、プロセスの生産拠点見直し等により収益性の改善に努めてまいります。 

(5) グローバル生産拡大に対応する人材育成 

急激なグローバル展開に対応する人材育成と物作りを支える後継者づくりは急務です。適正な教育プ

ログラムの実施と必要人材の補填を行ってまいります。 

(6) 開発体制の強化 

次の成長を支える新規事業、新製品開発体制を多方面なアライアンスも含め強化してまいります。 

  



４ 【事業等のリスク】 

(1) 市場環境の変化 

当社グループは、売上高の約60％程度を自動車用部品に依存している他、ＨＤＤ（ハードディスク・

ドライブ）用部品、ＩＪＰ（インクジェット・プリンタ）用部品も大きな比率を占めております。これ

らの市場動向の変化、技術革新は当社製品の生産、販売量の変動につながり、当社グループの業績に影

響を及ぼす可能性があります。 

(2) 為替変動による影響 

海外市場の積極的な開拓とグローバル化に伴う海外生産拠点の拡大にあわせて、外貨建て取引が増加

しており、為替レートの変動が当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

(3) 原材料市況の変動 

世界的な原油、原材料価格高騰の影響による当社の主要材料である特殊鋼市況の変動は、当社グルー

プの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。又、特殊棒鋼線材は著しい需給ひっ迫状況が当面継続す

る見込みであり、供給メーカーが限定され増産が難しいため、全体需要が更に拡大した場合、仕入数量

を制約される等のリスクが考えられます。 

(4) 海外事業におけるリスク 

当社グループは、米国・アジア・欧州において生産及び販売活動を行っており、進出先での予期せぬ

法律、規制の変更やテロ・治安の悪化等の影響により事業活動が停滞するリスクが考えられます。 

(5) 自然災害の影響 

当社グループは国内５拠点、海外６拠点で生産活動を行っており、地震や大規模な自然災害の発生に

より生産活動が中断され、当社の事業に影響を及ぼすリスクが考えられます。 

  

５ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  



６ 【研究開発活動】 

当社開発グループは、「技翔創変」の経営理念を踏まえ情報・電子・光通信のデジタル分野並びに自

動車関連の新規成長分野を中心に、市場変化に柔軟に対応した研究開発活動を進めております。 

具体的には、当社のコア技術である精密塑性加工技術をバーチカルにインテグレーションして、線

材、ばね、自動車部品、エレクトロニクス、メカトロニクス、オプトエレクトロニクスそしてデジトロ

ニクス分野へと市場展開すべく製品開発を行っております。 

なお、当連結会計年度の研究開発活動に要した費用は、10憶70百万円であり、主な研究開発の成果は

下記のとおりであります。費用は品種別に対応させることが困難なため総額で記載しております。 

  

(1) 開発グループ 

①ハイブリッドＥＶの急速な市場成長に着目し、精密塑性加工技術とシミュレーション技術を駆使し

て、小型、軽量、高出力モーター部品、及びその周辺部品の製品開発を行っております。特に、モータ

ー等に応用可能なコイル製品群には、独自の絶縁皮膜の量産化開発を並行して推進しております。 

②ＩＣタグ用インレットは本社ＮＴＣ集中開発強化により、顧客フィールド条件大での最適マッチン

グインレットを開発提案し具体的にリライダブルペーパ用ＳＣオリジナルインレットとして商品化実現

を目指しております。 

  

(2) 精密機能製品 

①自動車用各種ばね（弁ばね、変速機用ばね）の高性能化（耐疲労性、耐へたり性向上）要望に応え

るために、新規高強度鋼を用いた製品の開発を進めております。 

②環境及び省エネ対策の一環として、自動車の変速機に用いられるアイドルストップ用製品の開発に

着手しました。 

  



(3) デジトロ製品 

①ＨＤＤ用サスペンション 

ＨＤＤの記録密度の向上に伴い、更なるヘッド浮上量の低減、トラック密度の向上が求められてお

り、これを実現するため、磁気ヘッドサスペンションとしては微細構造の実現及び高精度化が要求され

ています。当社では、上記の諸要求を実現できる高機能ヘッドに対応したサスペンションの開発を行い

ました。これは、微細配線構造を有する高精度サスペンションであり、現在量産工程の構築を進めてお

ります。 

②大型プリンタ用ローラー 

ポスター、製図用の大型プリンタ需要が増加しこれに対応する精度の高い長尺ローラーを開発いたし

ました。長さ０.８ｍから１.９ｍまでに対応し、平成18年より市販プリンタに搭載されます。 

③ＲｏＨＳ指令対応 

現行のプリンタローラー材はＲｏＨＳ指令（電気・電子機器に含まれる特定有害物質の使用制限に関

する指令）に抵触するレベルではありませんが微量の鉛を含有しております。これを完全にゼロとした

新しいローラーを開発いたしました。このローラーは現行品より約60％も軽量であり駆動系の負担を減

らす省エネルギー効果も持ち合わせており今後のモデルに採用が拡大されてゆくものと期待されていま

す。さらに軽量、高精度を追求しローラー以外のプリンタ周辺部品も開発を進めてまいります。 

④ＭＦＰ用ヒンジ 

一般家庭用に大きく普及してきたＭＦＰ（複合機）の開閉ヒンジとしてコンパクト且つ低価格、そし

て高級感のあるＦＲＥＥ ＳＴＯＰ機構を備えたツインヘッドヒンジを開発しました。又、その名の通

り２つの機能を１つのボディに備えたヒンジであり、2007年モデル搭載を目標に進めていきます。 

(4) ＦＯ＆Ｓ製品 

①ＬＣシャッターアダプタの開発 

光通信の長距離化、安定化のニーズから、発信レーザーがハイパワーの要求、及びＦＴＴＨから作業

者、加入者の目を守る為、コネクタを使用していない時のシャッター保護の要求があり、低価格、高信

頼性を考慮したシャッター付アダプタを開発し、北米の大手システムメーカに採用され量産化になりま

した。今後も、この要求から増加すると見ております。 

②ファイバープローブの開発 

当社は、ワイヤハーネス関連のお客様が困っておられる組付け作業の効率アップを目的として光学機

能を備えた製品を開発いたしました。当社のスプリングプローブ技術と光技術を融合した製品を提供し

ていきます。 

  



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

(1) 重要な会計方針及び見積り 

当社グループの連結財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき

作成されております。この連結財務諸表の作成に当たりまして、必要と思われる見積りは、合理的な基

準に基づいて実施しております。 

詳細につきましては、「第５ 経理の状況 １［連結財務諸表等］（１）連結財務諸表 連結財務諸

表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおりであります。 

(2) 当連結会計年度の経営成績の分析 

当社グループの売上高については、321億95百万円と精密機能製品及びデジトロ製品のＨＤＤ用サス

ペンションを中心に前期比20.1％と大幅な伸びを達成しました。この増収効果及び鋼材値上げの客先転

嫁がほぼ計画どおりに進んだことで、営業利益は30億47百万円と前期比41.2%の増加となりました。経

常利益は為替が通期平均113.95円（前期平均は107.50円）と円安に推移したことなどにより33億49百万

円と前期比53.0％の伸びとなりました。当期純利益は香港法人へのタックスヘブン税制適用により実効

税率の上昇がありましたが、17億33百万円（前期比34.6%増）と過去最高益を収めることができまし

た。 

  

  

  

  

  

  

  

  



(3) 資本の財源及び資金の流動性の分析 

① キャッシュ・フロー 

営業活動によるキャッシュ・フローは48億50百万円の増加(前連結会計年度に比べ21億１百万円増

加)となりました。純利益及び減価償却費の増加や仕入債務の増加が大きな要因となっています。 

投資活動によるキャッシュ・フローでは、34億32百万円の減少(前連結会計年度に比べ支出が６億

74百万円増加)となりました。増産対応を中心にＨＤＤ用サスペンション、精密異形製品関連、国内

子会社の広瀬テクノロジーのリングギア関連設備投資を中心に積極的な有形固定資産の取得があった

ことによるものです。 

財務活動によるキャッシュ・フローでは、33百万円の減少(前連結会計年度に比べ支出が１億67百

万円減少)となりました。自己株式購入や配当金の支払額が増加しましたが、一方で海外子会社の借

入金増加もあり、前期に比べ好転しました。 

これらの活動の結果、現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度の33億54百万円より14億65百

万円(43.7％増)増加し、48億20百万円となりました。 

② 資金需要 

当社グループの運転資金需要のうち主なものは、当社グループ製品製造における材料及び部品の購

入以外に、製造費、販売費及び一般管理費等における営業費用によるものです。 

③ 保証債務 

当社グループにおいて第三者に対する保証は、ベトナム子会社の銀行からの長期借入金に対する債

務保証であります。平成18年３月31日現在の債務保証残高は２億70百万円となっています。 

④ 調達方針 

当社グループでは現在、運転資金及び設備投資資金について、基本として自己資金で賄うこととし

ております。平成18年３月末現在の現預金残高は48億20百万円であり、今期の設備投資計画を十分に

賄える水準となっております。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当連結会計年度の設備投資については、生産能力の増強、品質向上及び合理化投資を中心に行いました。主な内容

は、生産設備ではフレクシャ自動化装置の増設、弁ばね生産設備の増設、精密圧延装置の増設、自動車安全装置機能

部品の生産設備の増設、プリンタ用精密部品生産設備の増設等で、設備投資金額（有形固定資産受入ベース数値。金

額には消費税を含まない）は4,083百万円余りとなりました。 

  

事業部門別の設備投資について示すと、次のとおりであります。 

精密機能製品 

生産設備では、弁ばね製造設備の増設、自動車安全装置機能部品製造装置、ＡＴ部品製造装置の増設を中心に、

1,895百万円の設備投資を行いました。 

デジトロ製品 

生産設備では、フレクシャ自動化装置の増設等、プリンタ用精密部品生産設備の増設を中心に、1,973百万円の設

備投資を行いました。 

ＦＯ＆Ｓ製品 

生産設備では、光コネクタ製造装置の増設で、78百万円の設備投資を行いました。 

その他製品 

全社システムの一部更新を中心として、135百万円の設備投資を行いました。 

  

  

２ 【主要な設備の状況】 

当社グループ(当社及び連結子会社)における事業部門毎の主要な設備は、次のとおりであります。 

(1) 提出会社 

  

 
(注) １ ＊印は子会社賃貸分で内数であります。 

２ 従業員数は、全社(共通)を除外しております。 

３ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

事業所名 
(所在地)

事業部門
の名称

帳簿価額(千円)
従業員数 
(人)建物 

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

本社及び本社工場
(京都市右京区)

(注)

精密機能製品
1,546,655 
* 625,052 

 

739,154
* 8,611

1,352,234
* 1,183,642

(26)

65,041
* 4,645

3,703,084 
* 1,821,952

117

デジトロ製品
763,107 
* 161,409 

 

932,427
* 926

166,408
* 120,171

(7)

328,771
* 635

2,190,715 
* 283,143

90

ＦＯ＆Ｓ製品
489,912 
* 61,589

95,809
* 257

80,683
* 43,655

(5)

99,400
* 482

765,804 
* 105,984

20

豊田工場 
(愛知県豊田市)

精密機能製品 212,286 775,188
49,198
(16)

74,451 1,111,124 78

合計
3,011,961 
* 848,052

2,542,579
* 9,795

1,648,524
＊1,347,469

(54)

567,664
* 5,763

7,770,729 
* 2,211,081

305



(2) 国内子会社 

  

 
(注) ＊印は、賃借分であり外数であります。 

従業員数は、全社(共通)を除外しております。 

  

(3) 在外子会社 

  

 
(注) 従業員数は、全社(共通)を除外しております。 

  

事業所名 
(所在地)

事業部門
の名称

帳簿価額(千円)
従業員数 
(人)建物 

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

広瀬テクノロジー株式会社
(愛知県豊田市)

(注)

精密機能製品
43,922 

* 196,483
692,561
* 3,304

* 933,962
(39)

170,793
 * 2,281

907,277 
* 1,136,030

55

デジトロ製品
55,714 

* 161,409
195,964
* 926

* 120,171
(5)

49,259
* 635

300,938 
* 283,143

18

その他製品 ― 6,364 ―
(3)

5,859 12,223 4

サンコールエンジニアリン
グ株式会社
(山梨県南アルプス市)

(注)

精密機能製品
8,171 

* 45,661
128,252
* 1,815

* 49,833
(8)

24,959
* 612

161,384 
* 97,922

28

ＦＯ＆Ｓ製品
10,983 
* 61,589

18,075
* 257

* 43,655
(7)

19,631
* 482

48,691 
* 105,984

9

その他製品
12,358 
* 69,731

55,457
* 786

* 112,433
(18)

26,525
* 651

94,342 
* 183,602

16

サンコール菊池株式会社
(熊本県菊池市)

(注)
精密機能製品

52,834 
* 313,176

500,609
* 2,705

* 87,413
(29)

24,629
* 1,100

578,072 
* 404,396

73

合計
183,985 
* 848,052

1,597,285
* 9,795

* 1,347,469
(111)

321,658
* 5,763

2,102,930 
* 2,211,081

203

事業所名 
(所在地)

事業部門
の名称

帳簿価額(千円)
従業員数 
(人)建物 

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

SUNCALL AMERICA INC. 
米国 
(インディアナ州) 
(サウスカロライナ州) 
 

精密機能製品 139,207 419,779
10,035
(28)

5,183 574,206 48

ＦＯ＆Ｓ製品 ― 22,379 ― 252 22,631 5

SUNCALL CO.,(H.K.)LTD. 
香港 
(九竜島)

デジトロ製品 78,031 292,758
―
(4)

3,291 374,080 635

PT.SUNCALL INDONESIA 
インドネシア国 
(西ジャワ州)

デジトロ製品 153,796 75,392
76,745
(10)

6,840 312,775 51

SUNCALL  HIGH  PRECISION 
(THAILAND) LTD. 
タイ国 
(チョンブリ県)

精密機能製品 50,036 102,605
67,566
(4)

9,884 230,092 49

デジトロ製品 188,230 30,020
21,336
(14)

138,081 377,669 159

SUNCALL TECHNOLOGY 
VIETNAM CO.,LTD. 
ベトナム国 
(ハノイ市)

デジトロ製品 128,461 175,988 ― 3,421 307,871 164

SUNCALL EUROPE s.r.o. 
チェコ共和国 
(プラハ市)

ＦＯ＆Ｓ製品 ― 2,829 ― 625 3,455 1

合計 737,763 1,121,753
175,684

(62)
167,582 2,202,783 1,112



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

当社グループ(当社及び連結子会社)の設備の新設の事業部門別計画は、次のとおりであります。 

(1) 重要な設備の新設の計画 

  

 
  

会社名
事業所名 
(所在地)

事業部門 
の名称

設備の内容

投資予定額
資金調達
方法

着手年月
完了予定 
年月

完成後の
増加能力総額

(千円)
既支払額
(千円)

サンコール
株式会社

本社及び
本社工場
(京都市
右京区)

精密機能
製品

生産設備 
建物及び構
築物

663,400 ― 自己資金
平成18年
３月

平成19年
３月

品質及び
生産性向上

デジトロ
製品

生産設備 888,026 ― 自己資金
平成18年
３月

平成19年
３月

品質及び
生産性向上

ＦＯ＆Ｓ
製品

生産設備 122,800 ― 自己資金
平成18年
３月

平成19年
３月

品質及び
生産性向上

共通

システム関
連 
建物及び構
築物

268,960 ― 自己資金
平成18年
３月

平成19年
３月

品質及び
生産性向上

豊 田 工 場
(愛知県豊
田市)

精密機能
製品

生産設備 564,500 ― 自己資金
平成18年
３月

平成19年
３月

品質及び
生産性向上

その他製
品

生産設備 90,100 ― 自己資金
平成18年
３月

平成19年
３月

品質及び
生産性向上

共通
建物及び構
築物

100,000 ― 自己資金
平成18年
３月

平成19年
３月

品質及び
生産性向上

広瀬テクノ
ロジー株式
会社

(愛知県
豊田市)

精密機能
製品

生産設備 285,000 ― 自己資金
平成18年
３月

平成19年
３月

品質及び
生産性向上

サンコール
エンジニア
リング株式
会社

(山梨県
南アルプ
ス市)

精密機能
製品

生産設備 97,000 ― 自己資金
平成18年
３月

平成19年
３月

品質及び
生産性向上

その他製
品

生産設備 35,000 ― 自己資金
平成18年
３月

平成19年
３月

品質及び
生産性向上

サンコール
菊池株式会
社

(熊本県
菊池市)

精密機能
製品

生産設備 183,830 ― 自己資金
平成18年
３月

平成19年
３月

品質及び
生産性向上

SUNCALL 
AMERICA 
INC.

米国 
(インデ
ィ ア ナ
州)

精密機能
製品

生産設備 821,150 ―
自己資金及
び借入

平成18年
３月

平成19年
３月

品質及び
生産性向上

PT.SUNCALL 
INDONESIA

インドネ
シア国 
(西ジャ
ワ州)

精密機能
製品

生産設備 40,700 ― 自己資金
平成18年
３月

平成19年
３月

品質及び
生産性向上

デジトロ
製品

生産設備 17,600 ― 自己資金
平成18年
３月

平成19年
３月

品質及び
生産性向上

SUNCALL 
CO.,(H.K.) 
LTD.

香港 
(九竜島)

デジトロ
製品

生産設備 
工場建設

84,110 ― 自己資金
平成18年
３月

平成19年
３月

品質及び
生産性向上

ＦＯ＆Ｓ
製品

生産設備 102,630 ― 自己資金
平成18年
３月

平成19年
３月

品質及び
生産性向上

SUNCALL 
HIGH 
PRECISION
(THAILAND)
LTD.

タイ国 
（チョン
ブリ県）

精密機能
製品

生産設備 109,130 ― 自己資金
平成18年
３月

平成19年
３月

品質及び
生産性向上

共通 車両運搬具 5,400 ― 自己資金
平成18年
３月

平成19年
３月

品質及び
生産性向上

SUNCALL 
TECHNOLOGY 
VIETNAM 
CO.,LTD.

ベトナム
国 
（ハノイ
市）

デジトロ
製品

生産設備 
工場建設

379,500 ―
自己資金及
び借入

平成18年
３月

平成19年
３月

品質及び
生産性向上

SUNCALL 
EUROPE 
s.r.o.

チェコ共
和国 
（プラハ
市）

ＦＯ＆Ｓ
製品

― ― ― ―
平成18年
３月

平成19年
３月

品質及び
生産性向上

SUNCALL 
(Guangzhou) 
CO.,LTD．

中国 
(広東省)

精密機能
製品

生産設備 451,350 ―
自己資金及
び借入

平成18年
３月

平成19年
３月

品質及び
生産性向上

合計 5,310,186 ― ―



(2) 重要な設備の除却等の計画 

該当事項はありません。 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
(注) 完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株)

普通株式 62,800,000

計 62,800,000

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年３月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年６月26日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 34,057,923 34,057,923
大阪証券取引所
(市場第１部)

(注)

計 34,057,923 34,057,923 ― ―



(2) 【新株予約権等の状況】 

① 新株予約権 

平成17年６月24日の定時株主総会決議によるもの 

  

 
(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。 

２ 新株予約権発行日以降、当社が当社普通株式の分割又は併合を行う場合には、次の算式により払込金額を調

整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 
  また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調

整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

 
  

事業年度末現在
(平成18年３月31日)

提出日の前月末現在 
(平成18年５月31日)

新株予約権の数（個） 264 (注）１ 同左

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 264,000 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円）
新株予約権１個につき
646,000

(注)２ 同左

新株予約権の行使期間
平成19年７月１日～
平成23年６月30日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格
資本組入額

646
323

同左

新株予約権の行使の条件
新株予約権の一部行使はでき
ないこととする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは
当社取締役会の承認を要す
る。

同左

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
1

分割・合併の比率

既発行株式数 ＋
新株発行(処分)株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行(処分)株式数



平成16年６月25日の定時株主総会決議によるもの 

  

 
(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。 

２ 新株予約権発行日以降、当社が当社普通株式の分割又は併合を行う場合には、次の算式により払込金額を調

整し、調整により生ずる１円未満の端数は上げる。 

 
  また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調

整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

 
  

事業年度末現在
(平成18年３月31日)

提出日の前月末現在 
(平成18年５月31日)

新株予約権の数（個） 200 (注）１ 同左

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 200,000 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円）
新株予約権１個につき
821,000

(注)２ 同左

新株予約権の行使期間
平成18年７月１日～
平成22年６月30日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格
資本組入額

821
411

同左

新株予約権の行使の条件
新株予約権の一部行使はでき
ないこととする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは
当社取締役会の承認を要す
る。

同左

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
1

分割・合併の比率

既発行株式数 ＋
新株発行(処分)株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行(処分)株式数



平成15年６月27日の定時株主総会決議によるもの 

  

 
(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。 

２ 新株予約権発行日以降、当社が当社普通株式の分割又は併合を行う場合には、次の算式により払込金額を調

整し、調整により生ずる１円未満の端数は上げる。 

 
  また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調

整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

 
  

事業年度末現在
(平成18年３月31日)

提出日の前月末現在 
(平成18年５月31日)

新株予約権の数（個） 270 （注）１ 同左

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 270,000 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円）
新株予約権１個につき
512,000

(注)２ 同左

新株予約権の行使期間
平成17年７月１日～
平成21年６月30日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格
資本組入額

512
256

同左

新株予約権の行使の条件
各新株予約権の一部行使はで
きないこととする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは
当社取締役会の承認を要す
る。

同左

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
1

分割・合併の比率

既発行株式数 ＋
新株発行(処分)株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行(処分)株式数



平成14年６月27日の定時株主総会決議によるもの 

  

 
(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。 

２ 新株予約権発行日以降、当社が当社普通株式の分割又は併合を行う場合には、次の算式により払込金額を調

整し、調整により生ずる１円未満の端数は上げる。 

 
  また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調

整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

 
  

事業年度末現在
(平成18年３月31日)

提出日の前月末現在 
(平成18年５月31日)

新株予約権の数（個） 176 （注）１ 同左

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 176,000 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円）
新株予約権１個につき
361,000

(注)２ 同左

新株予約権の行使期間
平成16年７月１日～
平成20年６月30日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格
資本組入額

361
181

同左

新株予約権の行使の条件
各新株予約権の一部行使はで
きないこととする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは
当社取締役会の承認を要す
る。

同左

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
1

分割・合併の比率

既発行株式数 ＋
新株発行(処分)株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行(処分)株式数



(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

平成18年３月31日現在 

 
(注) 自己株式の消却による減少であります。 

  

(4) 【所有者別状況】 

平成18年３月31日現在 

 
(注) 自己株式2,112,452株は、「個人その他」に2,112単元、「単元未満株式」に452株含めて記載しております。 

  

(5) 【大株主の状況】 

平成18年３月31日現在 

 
(注) 当社の自己株式（2,112千株、持株比率6.20％）は、上記の表には含めておりません。 

  

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成12年４月１日～ 
平成13年３月31日

△1,289,000 37,538,923 ― 4,808,201
△481,281 

(注)
3,872,633

平成13年４月１日～ 
平成14年３月31日

△3,481,000 34,057,923 ― 4,808,201
△1,150,689 

(注)
2,721,944

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)
単元未満
株式の状況
(株)

政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等 個人
その他

計
個人以外 個人

株主数 
(人)

― 18 19 79 17 1 3,091 3,225 ―

所有株式数 
(単元)

― 10,040 178 8,772 2,519 1 12,138 33,648 409,923

所有株式数 
の割合(％)

― 29.83 0.53 26.07 7.49 0.00 36.08 100.00 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

日本マスタートラスト信託銀行
㈱(退職給付信託口・㈱神戸製
鋼所口)

東京都港区浜松町２丁目11－３ 5,069 14.88

伊藤忠商事㈱ 東京都港区北青山２丁目５番１号 4,346 12.76

伊藤忠メカトロニクス㈱ 東京都中央区日本橋堀留町２丁目８－４ 2,563 7.53

大阪証券金融(株) 大阪府大阪市中央区北浜２丁目４－６ 1,036 3.04

住友信託銀行㈱ 大阪府大阪市中央区北浜４丁目５－33 1,000 2.94

日本マスタートラスト信託銀行
㈱(信託口)

東京都港区浜松町２丁目11－３ 859 2.52

ステート ストリート バンク 
アンド トラスト カンパニー 
505019

ＡＩＢ ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡＬ
ＣＥＮＴＲＥ Ｐ．Ｏ．ＢＯＸ ５１８
ＩＦＳＣ ＤＵＢＬＩＮ，ＩＲＥＬＡＮ
Ｄ

777 2.28

日本トラスティ・サービス信託
銀行(株)(信託口)

東京都中央区晴海１丁目８－１１ 721 2.12

トヨタ自動車㈱ 愛知県豊田市トヨタ町１番地 623 1.83

サンコール従業員持株会 京都府京都市右京区梅津西浦町１４番地 524 1.54

計 ― 17,519 51.44



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年３月31日現在 

 
(注) 「単元未満株式」の「株式数(株)」の欄には、自己株式452株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年３月31日現在 

 
  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 2,112,000

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)  
普通株式 31,536,000 31,536

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

単元未満株式  
普通株式 409,923 ― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 34,057,923 ― ―

総株主の議決権 ― 31,536 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

（自己保有株式） 
サンコール株式会社

京都府京都市右京区梅津西
浦町14番地

2,112,000 ― 2,112,000 6.20

計 ― 2,112,000 ― 2,112,000 6.20



(7) 【ストックオプション制度の内容】 

当社は、新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。当該制度は、会社法(平成17年法律

第86号)第236条、第238条および第239条の規定に基づき、新株予約権方式により、下記の付与対象者に取締役の報

酬とし付与することを、平成18年６月23日開催の定時株主総会において普通決議しております。 

当該制度の内容は次のとおりです。 

 
(注) １ 新株予約権の付与対象者の人数は平成18年６月23日開催の定時株主総会後の取締役会にて決定する。 

２ 当社が、当社普通株式につき株式分割（株式無償割当を含む。株式分割の記載につき以下同じ）又は株式併

合等を行うことにより、付与株式数の調整をすることが適切な場合は、当社は必要と認める調整を行うもの

とする。 

３ 各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権を行使することにより交付を受けること

ができる株式１株当たりの払込金額（以下「行使価額」という。）に付与株式数を乗じた金額とする。 

行使価額は、新株予約権を割り当てる日（以下「割当日」という。）の属する月の前月の各日(取引が成立

しない日を除く。)の大阪証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値（以下「終値」という。）の

平均値とし、１円未満の端数は切り上げる。ただし、その金額が割当日の終値(当日に終値がない場合は、

それに先立つ直近日の終値)を下回る場合は、割当日の終値とする。 

なお、割当日後、当社が当社普通株式につき株式分割または株式併合を行う場合、当社が時価を下回る価額

で、新株式の発行または自己株式の処分を行う場合（ただし、会社法第194条の規定(単元未満株主による単

元未満株式売渡請求)に基づく自己株式の売渡し、「商法等の一部を改正する等の法律」（平成13年法律第

79号）附則第５条第２項の規定に基づく自己株式の譲渡、「商法等の一部を改正する法律」(平成13年法律

第128号)の施行前の商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権の行使又は当社の普通株式に転換される証

券若しくは転換できる証券若しくは当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付さ

れたものを含む。）の転換若しくは行使による場合を除く。）等、行使価額の調整をすることが適切な場合

は、当社は必要と認める調整を行なうものとする。 

決議年月日 平成18年６月23日

付与対象者の区分及び人数 （注）１ 平成18年６月23日開催の定時株主総会終結時に在任・在籍する取締役

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数 60,000株を上限とする。

新株予約権の行使時の払込金額 （注）２、３

新株予約権の行使期間 割当日の翌日から２年を経過した日より４年以内とする。

新株予約権の行使の条件 各新株予約権の一部行使はできないものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、当社取締役会の承認を要する。



当社は、新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。当該制度は、会社法(平成17年法律

第86号)第236条、第238条および第239条の規定に基づき、新株予約権方式により、下記の付与対象者に特に有利な

条件をもって付与することを、平成18年６月23日開催の定時株主総会において特別決議しております。 

当該制度の内容は次のとおりです。 

 
(注) １ 新株予約権の付与対象者の人数は平成18年６月23日開催の定時株主総会後の取締役会にて決定する。 

２ 当社が当社普通株式の株式分割（株式無償割当てを含む。）または株式併合を行う場合には、当該新株予約

権に係る付与株式数は株式分割または株式併合の比率に応じ比例的に調整する。 

また、上記のほか、決議日後、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、合理的な

範囲で付与株式数を調整する。 

なお、上記の調整の結果生じる１株に満たない端数はこれを切り捨てるものとする。 

３ 各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権の行使により交付を受けることができる

株式１株当たりの払込金額(以下、「行使価額」という。)に当該新株予約権に係る付与株式数を乗じた金額

とする。 

行使価額は、新株予約権を割り当てる日（以下、「割当日」という。）の属する月の前月の各日(取引が成

立しない日を除く。)の大阪証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値（以下、「終値」とい

う。）の平均値に1.05を乗じた金額とし、１円未満の端数は切り上げる。ただし、その金額が割当日の終値

(当日に終値がない場合は、それに先立つ直近日の終値)を下回る場合は、割当日の終値とする。 

なお、割当日後、当社が当社普通株式につき株式分割（株式無償割当てを含む。）又は株式併合を行う場合

には、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 
  また、割当日後、当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式の発行又は自己株式の処分を行う

場合（「商法等の一部を改正する等の法律」（平成13年法律第79号）附則第５条第２項の規定に基づく自己

株式の譲渡、改正前商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権の行使、当社普通株式に転換される証券若

しくは転換できる証券または当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたも

のを含む。）の転換または行使による場合は除く。会社法第194条の規定（単元未満株主による単元未満株

式売渡請求）に基づく自己株式の売渡し、「商法等の一部を改正する法律」(平成13年法律第128号)の施行

前の商法280条ノ19の規定に基づく新株引受権の行使または当社普通株式に転換される証券若しくは転換で

きる証券若しくは当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含

む。）の転換若しくは行使による場合を除く。）は次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１

円未満の端数は切り上げる。 

 
  なお、上記の算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済普通株式総数から当社が保有する普通株

式にかかる自己株式数を控除した数とし、また、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を

「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。 

さらに、上記のほか、割当日後、他の種類株式の普通株式への無償割当て、会社の株式の普通株主へ配当を

行う場合等、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、かかる割当て又は配当等の条

件等を勘案の上、合理的な範囲で行使価額を調整するものとする。 

  

決議年月日 平成18年６月23日

付与対象者の区分及び人数 （注）１
平成18年６月23日開催の定時株主総会終結時に在任・在籍する執行役
員、使用人

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数 240,000株を上限とする。

新株予約権の行使時の払込金額 （注）２、３

新株予約権の行使期間 割当日の翌日から２年を経過した日より４年以内とする。

新株予約権の行使の条件 各新株予約権の一部行使はできないものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、当社取締役会の承認を要する。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
1

分割・合併の比率

既発行株式数 ＋
新株発行(処分)株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行(処分)株式数



当社は商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づき、新株予約権方式により、下記の付与対象者に特に有

利な条件をもって付与することを、平成17年６月24日開催の定時株主総会において特別決議しております。 

  

当該制度の内容は次のとおりです。 

  

 
(注) 新株予約権発行日以降、当社が当社普通株式の分割又は併合を行う場合には、次の算式により払込金額を調整

し、調整により生ずる１円未満の端数は上げる。 

 
また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調整

し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

 
  

決議年月日 平成17年６月24日

付与対象者の区分及び人数 （注）１
平成17年６月24日開催の定時株主総会終結時に在任・在籍する取締役３
名、執行役員９名、使用人69名

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数 264,000

新株予約権の行使時の払込金額 646（注）

新株予約権の行使期間 平成19年７月１日～平成23年６月30日

新株予約権の行使の条件 各新株予約権の一部行使はできないものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、当社取締役会の承認を要する。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
1

分割・合併の比率

既発行株式数 ＋
新株発行(処分)株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行(処分)株式数



当社は商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づき、新株予約権方式により、下記の付与対象

者に特に有利な条件をもって付与することを、平成16年６月25日開催の定時株主総会において特別決議

しております。 

  

当該制度の内容は次のとおりです。 

  

 
(注) 新株予約権発行日以降、当社が当社普通株式の分割又は併合を行う場合には、次の算式により払込金額を調整

し、調整により生ずる１円未満の端数は上げる。 

 
また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調整

し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

 
  

決議年月日 平成16年６月25日

付与対象者の区分及び人数（名）
平成16年６月25日開催の定時株主総会終結時に在任・在籍する取締役４
名、執行役員９名、使用人23名

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数（株） 200,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 821（注）

新株予約権の行使期間 平成18年７月１日～平成22年６月30日

新株予約権の行使の条件 各新株予約権の一部行使はできないものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、当社取締役会の承認を要する。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
1

分割・合併の比率

既発行株式数 ＋
新株発行(処分)株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行(処分)株式数



当社は平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、新株予約権方式により、下

記の付与対象者に特に有利な条件をもって付与することを、平成15年６月27日開催の定時株主総会にお

いて特別決議しております。 

  

当該制度の内容は次のとおりです。 

  

 
(注) 新株予約権発行日以降、当社が当社普通株式の分割又は併合を行う場合には、次の算式により払込金額を調整

し、調整により生ずる１円未満の端数は上げる。 

 
また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調整

し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

 
  

決議年月日 平成15年６月27日

付与対象者の区分及び人数
平成15年６月27日開催の定時株主総会終結時に在任・在籍する取締役４
名、執行役員６名、監査役２名、使用人10名

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数（株） 275,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 512（注）

新株予約権の行使期間 平成17年７月１日～平成21年６月30日

新株予約権の行使の条件 各新株予約権の一部行使はできないものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、当社取締役会の承認を要する。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
1

分割・合併の比率

既発行株式数 ＋
新株発行(処分)株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行(処分)株式数



当社は商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づき、新株予約権方式により、下記の付与対象

者に特に有利な条件をもって付与することを、平成14年６月27日開催の定時株主総会において特別決議

しております。 

  

当該制度の内容は次のとおりです。 

  

 
(注) 新株予約権発行日以降、当社が当社普通株式の分割又は併合を行う場合には、次の算式により払込金額を調整

し、調整により生ずる１円未満の端数は上げる。 

 
また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調整

し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

 
  

決議年月日 平成14年６月27日

付与対象者の区分及び人数
平成14年６月27日開催の定時株主総会終結時に在任・在籍する 
取締役５名、執行役員８名、監査役４名、使用人13名

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数（株） 268,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 361（注）

新株予約権の行使期間 平成16年７月１日～平成20年６月30日

新株予約権の行使の条件 各新株予約権の一部行使はできないものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、当社取締役会の承認を要する。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
1

分割・合併の比率

既発行株式数 ＋
新株発行(処分)株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行(処分)株式数



２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

  

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

  

該当事項はありません。 

  

(2) 【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状

況】 

該当事項はありません。 

  

３ 【配当政策】 

当社の配当金に関する基本的考えは、好不況に拘らず安定的な配当を実施しつつ、長期的な経営体質の

改善を通じて業績の向上を図り、配当性向35％を基本に業績・株主資本利益率(ＲＯＥ)にリンクした業績

配当を実施することにより株主の皆様の期待に応じていく所存であります。 

このため内部留保にも意を払い、将来の収益力を維持、向上させるための先行投資の実行が可能な企業

体力を構築することが重要であると考えております。当期の内部保留金につきましては、将来の企業革新

に対応できる研究開発活動の技術取得および高精度設備投資に活用し、事業の拡大に努めてまいる所存で

あります。 

当期の利益配当につきましては、普通配当５円50銭に対して業績配当５円を加えた10円50銭とし、中間

配当金（５円50銭）とあわせて16円としております。なお今期の配当性向は31.5％となっております。 

  

(注) 当期の中間配当に関する取締役会決議日 平成17年11月１日 

  



４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

 
(注) １ 第85期は、平成13年12月２日までは大阪証券取引所市場第二部におけるものであり、平成13年12月３日以降

は、大阪証券取引所市場第一部におけるものであります。 

２ 事業年度別最高・最低株価の第85期の数値は、最高株価、最低株価ともに大阪証券取引所市場第二部におけ

るものであります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第一部におけるものであります。 

回次 第85期 第86期 第87期 第88期 第89期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

最高(円) 475 440 993 875 1,058

最低(円) 255 290 390 521 532

月別 平成17年10月 平成17年11月 平成17年12月 平成18年１月 平成18年２月 平成18年３月

最高(円) 649 715 820 990 1,058 998

最低(円) 619 641 696 795 801 875



５ 【役員の状況】 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株)

代表取締役 
社長

幸 元   攻 昭和20年４月27日生

昭和45年４月 当社入社

65

平成11年４月 参与 SMP部品事業部長

平成11年６月 取締役 SMP部品事業部長

平成13年４月 執行役員 SMP部品事業部長

平成14年４月 執行役員 営業グループ長

平成15年４月 上席執行役員 営業グループ長

平成15年６月 取締役(営業全般担当)

上席執行役員(営業グループ長)

平成16年４月 取締役(営業全般担当) 

常務執行役員(営業部門長)

平成16年６月 代表取締役社長(現在)

代表取締役 
副社長

アジア部門長 鳴 瀨 裕 行 昭和20年１月27日生

昭和39年４月 当社入社

69

平成10年４月 参事 サンコールエンジニアリン

グ㈱社長

平成12年４月 電子情報通信事業部長 兼SUNCALL 

AMERICA INC.社長

平成12年６月 取締役 電子情報通信事業部長 兼

SUNCALL AMERICA INC.社長

平成13年４月 執行役員 電子情報通信事業部長 

兼SUNCALL AMERICA INC.社長

平成14年４月 上席執行役員 FO&Sグループ長 兼

開発センター長

平成15年４月 専務取締役、上席執行役員 開発

センター長 兼デジトロ製品Ⅱグ

ループ長 兼品質保証担当役員

平成15年６月 代表取締役専務取締役(品質、開

発・技術、生産担当) 

上席執行役員(開発センター長 兼

デジトロ製品Ⅱグループ長)

平成16年４月 代表取締役専務取締役(品質、開

発・技術、生産担当) 

常務執行役員(開発部門長 兼デジ

トロ製品Ⅱ部門長)

平成17年６月 代表取締役副社長、デジトロⅡ部

門長

平成18年４月 代表取締役副社長、アジア部門長

(現在)

常務取締役 
常務執行役員

デジトロ部門長 吉 田 茂 次 昭和23年８月９日生

昭和47年４月 当社入社

8

平成16年４月 当社執行役員 兼SUNCALL AMERICA 

INC.会長

平成16年６月 当社取締役

平成17年４月 当社常務執行役員、精密機能Ⅱ部

門長

平成18年４月 当社常務執行役員、デジトロ部門

長(現在)

平成18年６月 当社常務取締役(現在)

常務取締役 
常務執行役員

内部統制部門長 嶌 一 友 昭和23年８月８日生

昭和47年４月 伊藤忠商事(株)入社

―

平成15年４月 同社ファッションアパレル事業部

長

平成16年６月 同社執行役員

平成17年４月 同社繊維カンパニープレジデント

補佐兼ファッションアパレル部門

長

平成18年６月 当社常務取締役、常務執行役員、

内部統制部門長(現在)



 
(注) １ 監査役、日下田秀雄及び佐藤茂隆の両名は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

２ 取締役、井上裕雄及び小南孝教の両名は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

３ 当社では、経営の意思決定をおこなう取締役と業務執行に専念する執行役員との役割分担を明確にすること

により、取締役会の活性化と経営のスピードアップを図るために執行役員制度を導入しております。 

  執行役員は、上掲の常務執行役員を兼務する取締役１名の他に常務執行役員として精密機能加工部門長 宮

嵜克則、業務・管理部門長 岡部清文、営業部門長代理 波部義彦、執行役員として開発部門長 中村幸

男、品質・安全環境部門長 橋本英雄、業務・管理部門長代理 川北哲生、デジトロ部門長代理 渡部孝

一、精密機能材料部門長 長谷川寛治、広瀬テクノロジー(株) 社長 畑瀬勝臣の10名で構成されておりま

す。 

４ 当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、補欠監査役１名を選任しております。 

  補欠監査役の略歴は次のとおりであります。 

 
なお、渡邊徹氏は会社法第２条第16項に定める社外監査役の要件を満たしております。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株)

取締役 
常務執行役員

営業部門長 木 田 慶 一 昭和24年１月１日生

昭和46年４月 (株)神戸製鋼所入社

32

平成11年11月 同社鉄鋼カンパニー生産本部神戸

製鉄所条鋼技術部長

平成12年５月 当社参与

平成12年６月 当社取締役 兼広瀬テクノロジー

(株)代表取締役社長

平成13年６月 当社執行役員 兼広瀬テクノロジ

ー(株)代表取締役社長

平成16年６月 当社常務執行役員、営業部門長

(現在)

平成18年６月 当社取締役(現在)

取締役 非常勤 井 上 裕 雄 昭和27年８月21日生

昭和50年４月 伊藤忠商事㈱入社

―

平成15年４月 同社情報産業部門長

平成15年10月 同社執行役員・情報産業部門長

平成16年６月 当社取締役(現在)

平成18年４月 同社常務執行役員 宇宙・情報・

マルチメディアカンパニー エグ

ゼクティブ バイス プレジデント

(現在)

取締役 非常勤 小 南 孝 教 昭和24年10月19日生

昭和50年４月 ㈱神戸製鋼所入社

―

平成14年５月 同社神戸製鉄所副所長

平成16年４月 同社執行役員・鉄鋼部門生産本部 

神戸製鉄所長(現在)

平成16年６月 当社取締役（現在）

監査役 常勤 日 下 田 秀 雄 昭和22年１月24日生

昭和44年４月 伊藤忠商事㈱入社

2平成10年５月 伊藤忠ジャカルタ事務所長代行

平成16年６月 当社監査役(現在)

監査役 常勤 高 橋 武 憲 昭和20年７月20日生

昭和39年４月 当社入社

22

平成10年５月 素材・自動車部品事業部 名古屋

支店 支店長(副参事)

平成15年４月 営業グループ 名古屋支店(参事)

平成16年６月 監査役(現在)

監査役 非常勤 佐 藤 茂 隆 昭和33年10月22日生

昭和56年４月 伊藤忠商事㈱入社

―

平成16年４月 同社宇宙・情報・マルチメディア

カンパニー 事業・総括部長(現

在)

平成16年６月 当社監査役(現在)

計 198

氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株)

渡 邊   徹 昭和47年４月17日

平成11年４月 大阪弁護士会登録、淀屋橋法律事務所入所

―平成15年４月 弁護士法人淀屋橋・山上合同パートナー就任

(現在)



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 
(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社はコーポレート・ガバナンスを経営上の最も重要な課題の一つと位置付け、経営の健全性と透明

性を維持しつつ、法令遵守の徹底のもと、効率的な経営を行うことで株主価値を高めることができると

考えております。 

(2) コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

① 会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係わる経営管理組織 

当社は監査役制度を採用しており、取締役５名（社外取締役２名）、監査役３名（社外監査役２

名）の体制となっております。又執行役員制度を導入し、経営方針及び重要な業務執行の決定と日常

の業務執行を区分することで、監査機能と業務執行の一層の強化を図っております。 

取締役会は原則月１回開催され、法令に定められた事項や経営に関する重要事項を決定するととも

に、業務執行の状況を逐次監督しております。取締役会の決定した基本方針に基づき、全般的な業務

執行方針および計画ならびに重要な業務の実施に関し協議するために、部門長の集まりである経営会

議、執行役員会議を原則各月１回開催しております。 

監査役は、取締役会、経営会議その他重要な会議に出席する他、業務改善についての助言を行って

おります。又代表取締役２名との定期的な意見交換の場(監査役提言会議)を持つなど、コンプライア

ンスと内部統制の充実強化を図っております。 

② 社外取締役及び社外監査役と当社の利害関係 

社外取締役２名は、会社法第２条第15項に定める社外取締役の要件を満たし、社外監査役２名は、

会社法第２条第16項に定める社外監査役の要件を満たしています。また、社外取締役２名及び社外監

査役２名と当社の間には特別の利害関係はありません。 

③ 内部統制の整備の状況 

平成18年５月10日の取締役会にて会社法第362条第４項第６号の定めに従い、取締役の職務の執行

が法令及び定款に適合することを確保するための必要な体制、その他株式会社の業務の適正を確保す

るために必要な体制を整備することを決議しました。今後その決議方針に基づき内部統制の整備を進

めて行く方針です。 

④ 当社の会計監査人 

当社は商法に基づく会計監査人および証券取引法に基づく会計監査を大和監査法人に依頼しており

ますが、同監査法人及び当社監査に従事する同監査法人の業務執行社員と当社の間には、特別の利害

関係はありません。正しい経営情報の提供を通じ、公正不偏な立場での監査が実施できる状況を整え

ております。 

業務を執行した公認会計士は、林光行と中本行則の２名となっております。また、監査業務に係わ

る補助者の構成は、公認会計士１名、会計士補２名、税理士1名となっております。 

  

経営上の意思決定、執行、及び監督に係わる経営管理組織その他コーポレート・ガバナンス体制の

概要をまとめると次の図のようになります。 

  
 

  



⑤ 会社のコーポレート・ガバナンスに向けた最近の取組み 

法令及び企業倫理の遵守を徹底するため平成15年７月に「サンコール行動規範」を策定、従業員に

配付、平成16年度からはコンプライアンス委員会を設置して、行動規範に基づく諸問題に対応してお

ります。 

(3) 役員報酬の内容 

取締役及び監査役の年間報酬総額 

  取締役  ５名  71百万円（うち社外取締役 ２名  ―百万円） 

  監査役  ３名  29百万円（うち社外監査役 ２名  14百万円） 

 取締役の人員は、平成1７年６月までは７名、平成1７年７月からは５名となっております。 

(4) 監査報酬の内容 

 公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 13百万円 

 上記以外の業務に基づく報酬はありません。 

  

当社は以上のようなコーポレート・ガバナンス体制の構築と実施が、当社個別の課題であると同時

に、グループ全体の重要課題として認識しており、鋭意改善努力を行なっております。 



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省

令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等の

用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第

５号)附則第２項のただし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５

号)附則第２項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月

31日まで)及び当連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)の連結財務諸表並びに第88

期(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)及び第89期(平成17年４月１日から平成18年３月31日ま

で)の財務諸表について、大和監査法人により監査を受けております。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  
前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 3,389,191 4,820,207

 ２ 受取手形及び売掛金 6,604,889 7,490,312

 ３ たな卸資産 3,012,383 3,521,790

 ４ 繰延税金資産 343,453  405,463

 ５ 信託受益権 264,099 ―

 ６ その他 207,705  298,514

   貸倒引当金 △10,350 △14,890

   流動資産合計 13,811,373 48.2 16,521,398 47.0

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物及び構築物 3,836,195 3,933,710

  (2) 機械装置及び運搬具 4,280,101 5,491,344

  (3) 土地 1,915,527 1,824,208

  (4) 建設仮勘定 190,219  500,948

  (5) その他 513,520  555,937

   有形固定資産合計 (注)1 10,735,564 37.5 12,306,150 35.0

 ２ 無形固定資産

  (1) 連結調整勘定 245,821  175,586

  (2) その他 214,810  92,780

   無形固定資産合計 460,632 1.6  268,367 0.8

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 (注)2 3,145,927 5,306,743

  (2) 長期貸付金 23,034  3,174

  (3) 長期前払費用 243,495  319,418

  (4) 繰延税金資産 139,473  169,320

  (5) その他 100,173  256,172

    貸倒引当金 △750 ―

   投資その他の資産合計 3,651,354 12.7 6,054,829 17.2

   固定資産合計 14,847,550 51.8 18,629,347 53.0

   資産合計 28,658,924 100.0 35,150,745 100.0



 

前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び買掛金 3,724,548 4,921,044

 ２ 短期借入金 566,777 508,563

 ３ 未払法人税等 431,272 1,167,909

 ４ 賞与引当金 383,142 404,130

 ５ 品質保証引当金 2,530 3,367

 ６ 未払金 993,556 1,487,289

 ７ 設備支払手形 85,700 117,091

 ８ その他 891,006 1,150,929

   流動負債合計 7,078,534 24.7 9,760,326 27.8

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ― 243,632

 ２ 繰延税金負債 231,835 1,021,570

 ３ 品質保証引当金 6,820 8,170

 ４ 退職給付引当金 917,990 919,618

 ５ 役員退職給与引当金 144,486 44,736

   固定負債合計 1,301,132 4.5 2,237,727 6.4

   負債合計 8,379,667 29.2 11,998,053 34.1

(資本の部)

Ⅰ 資本金 (注)3 4,808,201 16.8 4,808,201 13.7

Ⅱ 資本剰余金 2,724,870 9.5 2,735,637 7.8

Ⅲ 利益剰余金 12,490,715 43.6 13,824,588 39.3

Ⅳ その他有価証券評価差額金 1,210,505 4.2 2,546,010 7.2

Ⅴ 為替換算調整勘定 △124,317 △0.4 152,519 0.4

Ⅵ 自己株式 (注)4 △830,718 △2.9 △914,264 △2.6

   資本合計 20,279,257 70.8 23,152,692 65.9

   負債資本合計 28,658,924 100.0 35,150,745 100.0



② 【連結損益計算書】 

  

 

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 26,800,008 100.0 32,195,743 100.0

Ⅱ 売上原価 (注)2 20,928,230 78.1 25,466,853 79.1

   売上総利益 5,871,777 21.9 6,728,889 20.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費
(注) 
1,2

3,713,382 3,681,242 11.4

   営業利益 2,158,394 8.1 3,047,647 9.5

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 13,911 7,947

 ２ 仕入割引 17,356 ―

 ３ 受取配当金 25,369 51,232

 ４ 賃貸料 22,646 20,412

 ５ 為替差益 ― 165,561

 ６ その他 56,803 136,087 0.5 103,063 348,217 1.1

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 13,001 16,937

 ２ 為替差損 17,420 ―

 ３ 機械装置廃棄損 70,018 21,824

 ４ その他 5,331 105,772 0.4 7,314 46,075 0.1

   経常利益 2,188,709 8.2 3,349,788 10.4

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 (注)3 ― 11,004

 ２ 投資有価証券売却益 25,053 178

 ３ その他 (注)4 2,550 27,603 0.1 750 11,933 0.0

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産売却損 (注)5 1,230 84

 ２ 固定資産廃棄損 (注)6 87,207 93,198

 ３ 減損損失 (注)7 ― 108,304

 ４ 投資有価証券評価損 2,999 60,000

 ５ 事業撤退補償 ― 5,000

 ６ 製品補償損 1,533 ―

 ７ 投資その他の資産 
   その他評価損

(注)8 2,000 1,299

 ８ 品質保証引当金繰入 ― 94,971 0.4 635 268,521 0.8

   税金等調整前 
   当期純利益

2,121,341 7.9 3,093,200 9.6

   法人税、住民税 
   及び事業税

(注)9 683,085 1,561,155

   法人税等調整額 (注)9 150,522 833,608 △201,322 1,359,833 4.2

   当期純利益 1,287,733 4.8 1,733,366 5.4



③ 【連結剰余金計算書】 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ資本剰余金期首残高 2,728,402 2,724,870

Ⅱ資本剰余金増加高

 自己株式処分差益 ― ― 10,766 10,766

Ⅲ資本剰余金減少高

 自己株式処分差損 3,532 3,532 ― ―

Ⅳ資本剰余金期末残高 2,724,870 2,735,637

(利益剰余金の部)

Ⅰ利益剰余金期首残高 11,835,364 12,490,715

Ⅱ利益剰余金増加高

 当期純利益 1,287,733 1,287,733 1,733,366 1,733,366

Ⅲ利益剰余金減少高

 １配当金 620,902 382,854

 ２役員賞与 11,480 632,382 16,640 399,494

Ⅳ利益剰余金期末残高 12,490,715 13,824,588



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

 １ 税金等調整前当期純利益 2,121,341 3,093,200

 ２ 減価償却費 2,076,482 2,255,850

 ３ 減損損失 ― 108,304

 ４ 連結調整勘定償却額 70,234 70,234

 ５ 引当金の減少額 △227,956 △71,121

 ６ 受取利息及び受取配当金 △39,281 △59,179

 ７ 支払利息 13,001 16,937

 ８ 為替差損 ― △44,703

 ９ 固定資産売却益 △5,414 △17,110

 10 固定資産売却損 1,247 423

 11 固定資産廃棄損 157,226 115,022

 12 投資有価証券売却益 △25,053 △178

 13 投資有価証券評価損 2,999 60,000

 14 売上債権の増減額(△は増加) △1,020,044 △755,110

 15 たな卸資産の増減額(△は増加) △363,061 △432,004

 16 仕入債務の増減額(△は減少) 568,056 1,090,423

 17 役員賞与の支払額 △11,480 △16,640

 18 その他の資産損失 3,463 △1,934

 19 その他の資産負債増減額 △58,895 216,647

    小計 3,262,866 5,629,061

 20 利息及び配当金の受取額 39,281 59,144

 21 利息の支払額 △13,001 △16,937

 22 法人税等の支払額 △539,298 △820,310

   営業活動によるキャッシュ・フロー 2,749,848 4,850,957

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

 １ 有形固定資産等の取得による支出 △2,845,237 △3,548,087

 ２ 有形固定資産の売却による収入 33,944 110,503

 ３ 投資有価証券の売却による収入 36,071 202

 ４ 短期貸付金の貸付による支出 ― △14,802

 ５ 短期及び長期貸付金の回収による収入 17,712 19,940

   投資活動によるキャッシュ・フロー △2,757,510 △3,432,243

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

 １ 短期借入金の純増加額 278,459 130,158

 ２ 長期借入金の借入による収入 ― 228,356

 ３ 長・短期借入金の返済による支出 ― △195,170

 ４ 自己株式売却による収入 76,380 106,805

 ５ 自己株式購入による支出 △13,295 △190,350

 ６ 信託受益権償還に伴う収入 935,347 889,643

 ７ 信託受益権購入に伴う支出 △857,544 △625,544

 ８ 債権の償還による収入 ― 5,000

 ９ 配当金の支払額 △620,902 △382,854

   財務活動によるキャッシュ・フロー △201,555 △33,956

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △11,959 80,885

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 △221,177 1,465,643

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 3,575,740 3,354,563

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 3,354,563 4,820,207



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項 子会社９社の全てを連結しています。

連結子会社名

サンコールエンジニアリング㈱

広瀬テクノロジー㈱

サンコール菊池㈱

SUNCALL AMERICA INC.

SUNCALL CO.,(H.K.)LTD.

PT.SUNCALL INDONESIA

SUNCALL HIGH PRECISION 

(THAILAND) LTD.

SUNCALL TECHNOLOGY VIETNAM

CO.,LTD.

SUNCALL EUROPE s.r.o.

な お、SANCALL TECHNOLOGY VIETNAM

CO.,LTD.と SUNCALL EUROPE s.r.o.

は当連結会計年度中に設立されたた

め、各々当連結会計年度から連結の範

囲に含めております。

子会社９社の全てを連結しています。 

連結子会社名 

サンコールエンジニアリング㈱ 

広瀬テクノロジー㈱ 

サンコール菊池㈱ 

SUNCALL AMERICA INC. 

SUNCALL CO.,(H.K.)LTD. 

PT.SUNCALL INDONESIA 

SUNCALL HIGH PRECISION  

(THAILAND) LTD. 

SUNCALL TECHNOLOGY VIETNAM 

CO.,LTD. 

SUNCALL EUROPE s.r.o.

２ 持分法の適用に関する事

項

持分法を適用しない非連結子会社及び

関連会社

１社

上記のうち主要な会社名

 沢根スプリング㈱

持分法を適用しない理由

持分法を適用しない関連会社はそれぞ

れ当期純損益及び利益剰余金等に及ぼ

す影響が軽微であり、かつ全体として

も重要性がないため、持分法の適用範

囲から除外しております。

同左

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項

サンコールエンジニアリング㈱、広瀬

テクノロジー㈱及びサンコール菊池㈱ 

の決算日は、３月31日であります。 

SUNCALL AMERICA INC. SUNCALL CO., 

(H.K.)  LTD.  PT.SUNCALL  INDONESIA

SUNCALL HIGH PRECISION(THAILAND) 

LTD. SUNCALL  

TECHNOLOGY VIETNAM CO.,LTD. 

SUNCALL EUROPE s.r.o.の 決 算 日

は、12月31日であります。 

連結財務諸表の作成に当たっては決算

日現在の財務諸表を使用し、連結決算

日との間に生じた重要な取引について

は連結上必要な調整を行っておりま

す。

同左



項目
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

４ 会計処理基準に関する事

項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法

 (イ)有価証券

  その他有価証券

   時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却原

価は主として移動平均法によ

り算定しております。)

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法

 (イ)有価証券

  その他有価証券

   時価のあるもの

同左

   時価のないもの

移動平均法による原価法

   時価のないもの

同左

 (ロ)たな卸資産 

  主として 

  月別移動平均法による低価法

 (ロ)たな卸資産

同左

 (ハ)デリバティブ取引により生じる

債権及び債務

   時価法

 (ハ)デリバティブ取引により生じる

債権及び債務

同左

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法

 1) 有形固定資産 定率法

   ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物(建物附属設備

を除く)については定額法を採

用しております。

   また、在外連結子会社は当該国

の会計基準の規定に基づく定額

法を採用しております。

   なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

    建物   20～31年

    機械装置 ３～９年

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法

 1) 有形固定資産 定率法

   ただし、平成10年４月１日以降

取得した建物(建物附属設備を

除く)については定額法を採用

しております。

   また、在外連結子会社は当該国

の会計基準の規定に基づく定額

法を採用しております。

   なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

    建物   20～38年

    機械装置 ３～９年

 2) 無形固定資産 定額法  2)      同左

(3) 重要な引当金の計上基準

 1) 貸倒引当金

   債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

 1) 貸倒引当金

同左



項目
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

４ 会計処理基準に関する事

項(続き)

 2) 賞与引当金

   従業員の賞与の支給に備えるた

め、支給見込額のうち当連結会

計年度の負担に属する額を計上

しております。

 2)      同左

 3) 品質保証引当金

   販売に伴う補償費用の支出に備

えるため、保証契約に従い売上

高に対する過去の実績比率を基

礎にして当期売上高に対する算

出額を計上しております。

 3)      同左

 4) 退職給付引当金

   従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当連結会計年度

末において発生していると認め

られる額を計上しております。

 4)      同左

 5) 役員退職給与引当金

   役員の退職慰労金の支給に備え

るため、役員退職慰労金規程に

基づく期末要支給額を計上して

おります。(ただし、連結子会

社においては、未だ内規が決定

しておりませんため計上されて

おりません。)

 5)      同左

(4) 連結財務諸表の作成の基礎となっ

た連結会社の財務諸表の作成に当

たって採用した重要な外貨建の資

産又は負債の本邦通貨への換算の

基準

  外貨建金銭債権債務は、連結会計

期間末日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。

  なお、在外連結子会社の資産及び

負債は、在外連結子会社の決算日

の直物為替相場により円貨に換算

し、収益及び費用は期中平均相場

により円貨に換算し、換算差額は

資本の部における為替換算調整勘

定に含めております。

(4) 連結財務諸表の作成の基礎となっ

た連結会社の財務諸表の作成に当

たって採用した重要な外貨建の資

産又は負債の本邦通貨への換算の

基準

同左

(5) 重要なリース取引の処理方法

  リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。

(5) 重要なリース取引の処理方法

同左



項目
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

４ 会計処理基準に関する事

項(続き)

(6) 重要なヘッジ会計の方法 

 1) ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理による

こととしております。なお、振当

処理の要件を満たしている為替予

約については振当処理をおこなう

こととしております。

(6) 重要なヘッジ会計の方法

 1) ヘッジ会計の方法

同左

 2) ヘッジ手段とヘッジ対象

  ヘッジ手段  為替予約

  ヘッジ対象  外貨建金銭債権

 2) ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 3) ヘッジ方針

為替リスクをヘッジする手段とし

てのデリバティブ取引を行うこと

としており、投機目的のデリバテ

ィブ取引は、行わないこととして

おります。

 3) ヘッジ方針

同左

 4) ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ開始時から有効性判断時点

までの期間において、ヘッジ対象

の相場変動による変動額等を基礎

にして判断することとしておりま

す。

 4) ヘッジ有効性評価の方法

同左

(7) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項

  消費税等の会計処理の方法

   消費税等の会計処理は税抜方式

によっております。

(7) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項

  消費税等の会計処理の方法

同左

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

 連結子会社の資産及び負債の評価に

ついては、全面時価評価法によってお

ります。

同左

６ 連結調整勘定の償却に関

する事項

 連結調整勘定の償却は５年間の均等

償却を行うこととしております。

同左

７ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項

（１）利益処分又は損失処理の取扱

方法

   連結会計年度中に確定した利

益処分又は損失処理に基づいて

おります。

（１）利益処分又は損失処理の取扱

方法

同左

（２）連結剰余金計算書の作成の手

続きについて特に記載する必要

があるとみとめられる事項

   連結子会社利益準備金につい

ては、株式取得日以降に発生し

た連結持分を利益剰余金に含め

ております。

（２）連結剰余金計算書の作成の手

続きについて特に記載する必要

があるとみとめられる事項

同左

８ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金(現金及び現金同等物)は、手許

現金、随時引き出し可能な預金、預け

金及び容易に換金可能であり、かつ価

値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に償還期

限の到来する短期投資からなっており

ます。

同左



会計処理の変更 

  

 
  

注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

――― （固定資産の減損に係る会計基準）
 当連結会計年度から「固定資産の減損に係る会計基準」
（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見
書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定
資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準委
員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第６号）
を適用しております。 
 これにより税金等調整前当期純利益が108,304千円減少
しております。

――― （退職給付引当金に係る会計基準）

当連結会計年度から「『退職給付に係る会計基準』の
一部改正」（企業会計基準第3号 平成17年3月16日）及
び「『退職給付に係る会計基準』の一部改正に関する適
用指針」（企業会計基準適用指針第7号 平成17年3月16
日）を適用しております。 
 これによる影響はありません。

前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度
(平成18年３月31日)

(注)１ 有形固定資産の減価償却累計額

20,374,666千円

(注)１ 有形固定資産の減価償却累計額

23,232,632千円

(注)２ 関連会社に対する有価証券

投資有価証券(株式) 6,750千円

(注)２ 関連会社に対する有価証券

投資有価証券(株式) 6,750千円

(注)３ 当社の発行済株式総数は、普通株式 34,057千

株であります。

(注)３ 当社の発行済株式総数は、普通株式34,057千株

であります。

(注)４ 自己株式の保有数

普通株式 2,068,750株

(注)４ 自己株式の保有数

普通株式 2,112,452株



(連結損益計算書関係) 

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

(注)１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額

   (1) 販売費

給与手当・賞与 318,443千円

賞与引当金繰入額 76,123

退職給付費用 31,268

その他人件費 60,057

運送費 387,746

減価償却費 16,251

旅費交通費 72,735

ロイヤリティ 174,535

その他販売費 295,394

計 1,432,556

(注)１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額

役員報酬 129,479千円

役員退職給与引当金繰入額 48,320

給与手当 777,863

賞与 258,914

退職給付費用 80,733

運送費 576,539

業務委託費 211,691

減価償却費 207,654

旅費交通費 144,309

地代家賃 111,682

租税公課 101,606

連結調整勘定の当期償却額 70,234

   (2) 一般管理費

役員報酬 158,364千円

役員退職給与引当金繰入額 34,716

給料手当・賞与 499,380

賞与引当金繰入額 177,099

退職給付費用 56,227

その他の人件費 99,808

業務委託費 87,924

減価償却費 175,709

連結調整勘定償却 70,234

租税公課 77,927

その他の管理費 843,433

計 2,280,826

(注)２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開

発費

872,185千円

(注)２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開

発費

1,070,948千円

――― (注)３ 固定資産売却益の内訳

機械装置 11,004千円

(注)４ 特別利益―その他―の内訳

品質保証引当金戻入益 600千円

貸倒引当金戻入益 1,950

合計 2,550

 

(注)４ 特別利益―その他―の内訳

貸倒引当戻入益 750千円

(注)５ 固定資産売却損の内訳

機械装置 1,230千円

(注)５ 固定資産売却損の内訳

車両運搬具 84千円

 

(注)６ 固定資産廃棄損の内訳

建物 15,538千円

機械装置 46,858

工具・器具及び備品 17,167

その他 7,643

合計 87,207

(注)６ 固定資産廃棄損の内訳

建物 9,096千円

構築物 15,464

機械装置 55,051

工具・器具及び備品 13,314

その他 270

合計 93,198



 
  

前連結会計年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

―――

 

(注)７ 減損損失

当社グループは、以下の資産について減損損失を計上
しました。

用途 種類 場所 金額(千円)

種類 土地
宮城県
黒川郡

108,304

合計 108,304

上記の土地については、今後の利用計画も無く、時価
も著しく下落しているため、減損損失を認識いたしまし
た。 
（回収可能価額の算定方法等） 
 固定資産税評価額を基にした正味売却価額により評価
しております。

(注)８ 投資その他の資産その他評価損の内訳

ゴルフ会員権 2,000千円

(注)８ 投資その他の資産その他評価損の内訳

ゴルフ会員権 1,299千円

(注)９ 連結子会社のうち一部は税効果会計を適用する

際に簡便法によっておりますので法人税等調整

額の一部が法人税、住民税及び事業税に含まれ

ております。

同左



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

(リース取引関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

(平成17年３月31日)

現金及び預金勘定 3,389,191千円

当座借越(短期借入金) △34,627

3,354,563

 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

(平成18年３月31日)

現金及び預金勘定 4,820,207千円

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(千円)

減価償却累 
計額相当額 
(千円)

期末残高
相当額 
(千円)

機械装置及び
車両運搬具

46,657 27,189 19,467

工具器具及び
備品

306,895 235,847 71,047

ソフトウェア 82,416 68,919 13,496

合計 435,968 331,957 104,011

取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込

み法により算定しております。

 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

取得価額
相当額 
(千円)

減価償却累 
計額相当額 
(千円)

期末残高 
相当額 
(千円)

車両運搬具 86,779 56,976 29,802

工具器具及び
備品

424,219 330,308 93,910

ソフトウェア 93,328 81,803 11,525

合計 604,327 469,088 135,238

取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込

み法により算定しております。

 

２ 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 50,796千円

１年超 53,215

合計 104,011

  未経過リース料期末残高相当額は有形固定資産の期

末残高等に占める未経過リース料期末残高の割合が

低いため支払利子込み法により算定しております。

 

２ 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 35,916千円

１年超 99,321

合計 135,238

  未経過リース料期末残高相当額は有形固定資産の期

末残高等に占める未経過リース料期末残高の割合が

低いため支払利子込み法により算定しております。

３ 支払リース料及び減価償却費相当額

(1) 支払リース料 71,273千円

(2) 減価償却費相当額 71,273千円

３ 支払リース料及び減価償却費相当額

(1) 支払リース料 65,010千円

(2) 減価償却費相当額 65,010千円

４ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

４ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。



(有価証券関係) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
（注）表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお前連結会計年度において減損会計処理を行い、投

資有価証券評価損299万円を計上しております。 

  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

 
  

３ 時価評価されていない有価証券 

  

 
  

区分

前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度 
(平成18年３月31日)

取得原価 
(千円)

連結貸借対照
表計上額 
(千円)

差額
(千円)

取得原価
(千円)

連結貸借対照
表計上額 
(千円)

差額 
(千円)

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの

株式 1,006,134 3,023,626 2,017,492 1,006,109 5,249,460 4,243,350

債券 5,000 5,017 17 ― ― ―

小計 1,011,134 3,028,644 2,017,509 1,006,109 5,249,460 4,243,350

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの

株式 ― ― ― ― ― ―

債券 ― ― ― ― ― ―

小計 ― ― ― ― ― ―

合計 1,011,134 3,028,644 2,017,509 1,006,109 5,249,460 4,243,350

区分

前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度 
(平成18年３月31日)

売却額
(千円)

売却益の合計
額(千円)

売却損の合計
額(千円)

売却額
(千円)

売却益の合計
額(千円)

売却損の合計
額(千円)

株式 35,977 25,053 ― ― ― ―

債券 ― ― ― ― ― ―

その他 ― ― ― ― ― ―

合計 35,977 25,053 ― ― ― ―

区分

前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度 
(平成18年３月31日)

連結貸借対照表計上額(千円) 連結貸借対照表計上額(千円)

その他有価証券

非上場株式 117,283 57,283

合計 117,283 57,283



前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

(注) 減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、

30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減

損処理を行うこととしております。 

  

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

(注) 減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、

30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減

損処理を行うこととしております。 

  

(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 

  

 
  

２ 取引の時価等に関する事項 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

前連結会計年度(平成17年３月31日現在) 

ヘッジ会計が適用されている取引以外のデリバティブ取引はありません。 

  

当連結会計年度(平成18年３月31日現在) 

ヘッジ会計が適用されている取引以外のデリバティブ取引はありません。 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 当グループは、業務を遂行するために行う取引のうち

為替リスクにさらされているものについて、このリスク

をヘッジする手段としてのみデリバティブ取引を行って

おります。また、ヘッジ会計が適用される取引について

は、為替予約の振当処理が適用される取引のみを行って

おります。 

 当グループが利用している為替予約取引は、為替相場

の変動によるリスクを有しております。 

 当グループのデリバティブ取引の相手先は、信用度の

高い銀行に限られており取引相手先の債務不履行による

損失の発生は想定しておりません。 

 当グループのデリバティブ取引は、取締役会の承認を

受けた社内規定に則って相互牽制を機能させながら執行

されております。 

 当該規定では、管理対象とするリスクとデリバティブ

取引の目的ヘッジの対象期間、取引対象範囲に関する規

定が明記されております。

同左



(退職給付関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 採用している退職給付制度の概要

  当社及び国内子会社は、退職一時金制度及び厚生年

金基金制度、適格退職年金制度を採用しておりま

す。

１ 採用している退職給付制度の概要

  当社及び国内子会社は、退職一時金制度及び厚生年

金基金制度、適格退職年金制度を採用しておりま

す。

 

２ 退職給付債務及びその内容

退職給付債務 3,034,958千円

① 年金資産 1,922,478

② 退職給付引当金 917,990

③ 未認識数理計算上の差異 361,569

④ 未認識過去勤務債務 △167,078

 (注) 連結子会社は退職給付債務の算定にあたり簡便

法を採用しております。
 

２ 退職給付債務及びその内容

退職給付債務 3,152,805千円

① 年金資産 2,594,046

② 退職給付引当金 919,618

③ 未認識数理計算上の差異 △56,981

④ 未認識過去勤務債務 △148,514

⑤ 前払年金費用 △155,362

 (注) 連結子会社は退職給付債務の算定にあたり簡便

法を採用しております。

 

３ 退職給付費用及びその内容

退職給付費用 205,340千円

① 勤務費用 173,311

② 利息費用 62,032

③ 期待運用収益 △42,577

④ 数理計算上の差異償却費用 31,138

⑤ 過去勤務債務償却費用 △18,564

 (注) 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費

用は「①勤務費用」に含めております。

 

３ 退職給付費用及びその内容

退職給付費用 192,703千円

① 勤務費用 164,350

② 利息費用 41,068

③ 期待運用収益 △24,186

④ 数理計算上の差異償却費用 30,034

⑤ 過去勤務債務償却費用 △18,564

 (注) 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費

用は「①勤務費用」に含めております。

４ 退職給付債務等の計算の基礎

①
退職給付見込み額の 
期間配分方法

期間定額基準

② 割引率 1.5％

③ 期待運用収益率 3.0％

④
過去勤務債務の額の 
処理年数

10年

⑤ 数理計算上の差異処理年数 翌期より15年定額法

４ 退職給付債務等の計算の基礎

①
退職給付見込み額の
期間配分方法

期間定額基準

② 割引率 1.5％

③ 期待運用収益率 1.5％

④
過去勤務債務の額の
処理年数

10年

⑤ 数理計算上の差異処理年数 翌期より15年定額法



(税効果会計関係) 

  

 

前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度
(平成18年３月31日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳

  繰延税金資産

未払事業税否認 36,015千円

賞与引当金繰入限度超過額 151,905

棚卸資産内部利益 26,848

未払固定資産税・事業所税否認 15,734

退職給付引当金否認 372,800

役員退職給与引当金否認 57,794

有形固定資産減価償却超過額 439,356

外国税額控除 81,966

投資有価証券評価損否認 18,639

その他投資評価損否認 21,132

その他 36,732

繰延税金資産合計 1,258,926

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳

  繰延税金資産

未払事業税否認 80,018千円

賞与引当金繰入限度超過額 159,857

棚卸資産内部利益 19,514

未払固定資産税・事業所税否認 21,781

退職給付引当金否認 385,885

役員退職給与引当金否認 17,894

有形固定資産減価償却超過額 501,694

外国税額控除 91,598

投資有価証券評価損否認 42,639

その他投資評価損否認 15,652

減損会計 43,321

その他 46,004

繰延税金資産合計 1,425,863

 

 

  繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △807,003千円

有形固定資産 △93,328

その他 △107,502

繰延税金負債合計 △1,007,834

繰延税金資産の純額 251,091

   平成17年３月31日現在の繰延税金資産の純額は、

連結貸借対照表の以下の項目に含まれています。

流動資産―繰延税金資産 343,453千円

固定資産―繰延税金資産 139,473

固定負債―繰延税金負債 △231,835

 

 

 

  繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △1,697,340千円

有形固定資産 △92,606

その他 △82,702

繰延税金負債合計 △1,872,649

繰延税金資産の純額 △446,785

   平成18年３月31日現在の繰延税金資産の純額は、

連結貸借対照表の以下の項目に含まれています。

流動資産―繰延税金資産 405,463千円

固定資産―繰延税金資産 169,320

固定負債―繰延税金負債 △1,021,570

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.0 ％

（調整）

過年度税金等 1.8 〃

交際費等永久差異 0.4 〃

住民税等均等割等 0.5 〃

連結調整償却 0.9 〃

その他 0.4 〃

合計 44.0 ％



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

当社の事業の種類は、精密加工金属製品・関連品の製造販売事業およびその他製品の取扱事業に二区

分しております。 

全セグメントの売上高の合計、営業利益合計額に占める「精密加工金属製品・関連品の製造販売事

業」の割合が90％を超えているため事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

当社の事業の種類は、精密加工金属製品・関連品の製造販売事業およびその他製品の取扱事業に二区

分しております。 

全セグメントの売上高の合計、営業利益合計額に占める「精密加工金属製品・関連品の製造販売事

業」の割合が90％を超えているため事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

 (1) 北アメリカ……アメリカ合衆国 

 (2) アジア……中国、インドネシア、タイ 

 (3) ヨーロッパ……チェコ 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、親会社本社の総務部門等管

理部門にかかる費用であり、当連結会計年度は328百万円であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、親会社での余資運用資金及び管理部門に

係る資産等であり、当連結会計年度は2,561百万円であります。 

  

日本 
(千円)

北アメリカ 
(千円)

アジア
(千円)

ヨーロッパ
(千円) 計(千円)

消去又は 
全社(千円)

連結(千円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

21,157,433 1,838,574 3,803,999 ― 26,800,008 ― 26,800,008

(2) セグメント間の
内部売上高又は
振替高

1,977,776 5,418 ― ― 1,983,195 (1,983,195) ―

計 23,135,210 1,843,993 3,803,999 ― 28,783,204 (1,983,195) 26,800,008

営業費用 21,021,080 1,740,089 3,436,069 ― 26,197,239 (1,555,625) 24,641,613

営業利益 2,114,130 103,904 367,929 ― 2,585,964 (427,570) 2,158,394

Ⅱ 資産 23,217,251 1,031,891 3,023,678 13,680 27,286,501 1,372,423 28,658,924



当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

 (1) 北アメリカ……アメリカ合衆国 

 (2) アジア……中国、インドネシア、タイ、ベトナム 

 (3) ヨーロッパ……チェコ 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、親会社本社の総務部門等管

理部門にかかる費用であり、当連結会計年度は408百万円であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、親会社での余資運用資金及び管理部門に

係る資産等であり、当連結会計年度は2,895百万円であります。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

 (1) 北アメリカ………アメリカ合衆国・カナダ・メキシコ 

 (2) ヨーロッパ………ドイツ・スウェーデン・イタリア 

 (3) アジア……………韓国・中国・インドネシア・タイ・フィリピン 

 (4) その他の地域……オーストラリア・南米 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

日本 
(千円)

北アメリカ 
(千円)

アジア
(千円)

ヨーロッパ
(千円) 計(千円)

消去又は 
全社(千円)

連結(千円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

25,478,184 1,967,195 4,645,640 104,722 32,195,743 ― 32,195,743

(2) セグメント間の
内部売上高又は
振替高

2,464,655 18,122 32,998 ― 2,515,776 (2,515,776) ―

計 27,942,840 1,985,317 4,678,639 104,722 34,711,519 (2,515,776) 32,195,743

営業費用 24,923,910 1,904,081 4,235,672 101,969 31,165,634 (2,017,538) 29,148,096

営業利益 3,018,929 81,235 442,967 2,753 3,545,885 (498,237) 3,047,647

Ⅱ 資産 30,360,973 1,147,347 4,004,179 60,559 35,573,060 (422,314) 35,150,745

北アメリカ ヨーロッパ アジア その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(千円) 1,847,656 294,789 6,867,543 48,887 9,058,877

Ⅱ 連結売上高(千円) 26,800,008

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％)

6.9 1.1 25.6 0.2 33.8



当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

 (1) 北アメリカ………アメリカ合衆国・カナダ・メキシコ 

 (2) ヨーロッパ………ドイツ・スウェーデン・イタリア 

 (3) アジア……………韓国・中国・インドネシア・タイ・フィリピン 

 (4) その他の地域……オーストラリア・南米 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

北アメリカ ヨーロッパ アジア その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(千円) 2,585,554 744,157 10,456,561 35,064 13,821,339

Ⅱ 連結売上高(千円) 32,195,743

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％)

8.0 2.3 32.5 0.1 42.9



(１株当たり情報) 

  

 
(注) １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額算定上の基礎 

 
  

  

項目 前連結会計年度 当連結会計年度

１株当たり純資産額 633円42銭 724円44銭

１株当たり当期純利益 39円85銭 53円99銭

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

39円63銭 53円83銭

項目
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

連結損益計算上の当期純利益(千円) 1,287,733 1,733,366

普通株式に係る当期純利益(千円) 1,271,093 1,723,366

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳(千円) 
利益処分による役員賞与金 
(うち利益処分による監査役賞与金)

16,640 
(―)

10,000 
(―)

普通株主に帰属しない金額(千円) 16,640 10,000

普通株式の期中平均株式数(株) 31,895,904 31,922,531

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いら
れた当期純利益調整額の主要な内訳(千円)

― ―

      当期純利益調整額(千円) ― ―

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いら
れた普通株式増加数の主要な内訳(株) 
 新株予約権

 
175,565

 
95,402

       普通株式増加数(株) 175,565 95,402

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後の１株当
たり当期純利益の算定に含まれなかった潜在株式の概
要

――― ―――



⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

  

 
(注) １ 「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日５年以内における１年ごとの返済予定額の総

額 

 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

区分
前期末残高 
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 566,777 455,030 3.17 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 ― 53,533 1.04 ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

― 243,632 1.08
平成19.２.28～ 
平成22.８.31

その他の有利子負債 ― ― ― ―

合計 566,777 752,196 ― ―

１年超２年以内 
(千円)

２年超３年以内
(千円)

３年超４年以内
(千円)

４年超５年以内 
(千円)

102,638 85,382 38,254 17,356



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

第88期
(平成17年３月31日)

第89期 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 2,561,357 2,895,059

 ２ 受取手形 603,444  512,980

 ３ 売掛金 (注)4 5,263,572 6,297,251

 ４ 製品 651,374 677,072

 ５ 原材料 43,388  44,539

 ６ 仕掛品 1,100,563 1,285,195

 ７ 貯蔵品 60,895  70,956

 ８ 信託受益権 264,099 ―

 ９ 繰延税金資産 255,907 326,749

 10 短期貸付金 (注)4 242,071 770,680

 11 未収入金 (注)4 434,845 785,664

 12 その他 25,171 151,563

   貸倒引当金 △9,700 △14,240

   流動資産合計 11,496,993 44.7 13,803,473 44.1

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物 2,834,276 2,756,240

  (2) 構築物 262,015 255,720

  (3) 機械及び装置 2,064,391 2,538,591

  (4) 車両運搬具 6,383 3,987

  (5) 工具器具及び備品 388,820 422,007

  (6) 土地 1,756,828 1,648,524

  (7) 建設仮勘定 59,912 145,656

   有形固定資産合計 (注)1 7,372,628 28.7 7,770,729 24.8



第88期
(平成17年３月31日)

第89期 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

 ２ 無形固定資産

  (1) ソフトウェア 90,280 76,906

  (2) 電話利用権 6,591 6,591

   無形固定資産合計 96,871 0.4 83,497 0.3

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 3,135,866 5,295,176

  (2) 関係会社株式 2,284,871 2,750,511

  (3) 出資金 60 60

  (4) 従業員長期貸付金 23,034 3,174

  (5) 関係会社長期貸付金 979,717 1,190,313

  (6) 破産債権等 798 ―

  (7) 長期前払費用 243,495 174,792

  (8) その他 93,787 248,444

    貸倒引当金 △750 ―

   投資その他の資産合計 6,760,881 26.3 9,662,471 30.9

   固定資産合計 14,230,381 55.3 17,516,698 55.9

   資産合計 25,727,375 100.0 31,320,171 100.0



 

第88期
(平成17年３月31日)

第89期 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 78,255 24,609

 ２ 買掛金 (注)4 3,380,464 4,436,876

 ３ 未払金 (注)4 856,741 1,342,974

 ４ 未払費用 (注)4 426,872 460,702

 ５ 未払法人税等 258,393 1,004,868

 ６ 前受金 ― 60,990

 ７ 預り金 92,555 114,242

  ８ 設備支払手形 ― 12,831

 ９ 賞与引当金 280,000 300,000

 10 品質保証引当金 2,530 3,367

   流動負債合計 5,375,812 20.9 7,761,461 24.8

Ⅱ 固定負債

 １ 繰延税金負債 31,004 846,261

 ２ 品質保証引当金 6,820 8,170

 ３ 退職給付引当金 872,469 867,186

 ４ 役員退職給与引当金 144,486 44,736

   固定負債合計 1,054,780 4.1 1,766,354 5.6

   負債合計 6,430,592 25.0 9,527,815 30.4

(資本の部)

Ⅰ 資本金 (注)2 4,808,201 18.7 4,808,201 15.4

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 2,721,944 2,721,944

 ２ その他資本剰余金

    自己株式処分差益 2,926 2,926 13,692 13,692

   資本剰余金合計 2,724,870 10.6 2,735,637 8.7

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 581,598 581,598

 ２ 任意積立金

  (1) 設備改修積立金 2,450,000 2,450,000

  (2) 技術研究積立金 2,800,000 2,800,000

  (3) 配当積立金 100,000 ―

  (4) 退職積立金 70,000 70,000

  (5) 別途積立金 2,920,000 8,340,000 3,620,000 8,940,000

 ３ 当期未処分利益 2,463,981 3,097,733

   利益剰余金合計 11,385,580 44.3 12,619,332 40.3

Ⅳ その他有価証券評価差額金 (注)6 1,208,848 4.7 2,543,449 8.1

Ⅴ 自己株式 (注)3 △830,718 △3.2 △914,264 △2.9

   資本合計 19,296,782 75.0 21,792,356 69.6

   負債資本合計 25,727,375 100.0 31,320,171 100.0



② 【損益計算書】 

  

 
  

第88期
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第89期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 22,598,598 100.0 27,298,042 100.0

Ⅱ 売上原価

 １ 期首製品たな卸高 494,546 651,374

 ２ 当期製品仕入高 (注)1 8,440,665 9,135,491

 ３ 当期製品製造原価
(注) 
1,9

10,445,917 13,586,987

   合計 19,381,130 23,373,852

 ４ 期末製品たな卸高 651,374 18,729,755 82.9 677,072 22,696,780 83.1

   売上総利益 3,868,842 17.1 4,601,261 16.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費
(注) 
2,9

2,810,116 2,644,116

   営業利益 1,058,725 4.7 1,957,145 7.2

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 (注)1 34,857 33,017

 ２ 受取配当金 421,890 755,174

 ３ 為替差益 ― 88,538

 ４ 賃貸料 (注)1 271,082 223,572

 ５ 雑収入 23,533 751,363 3.3 30,177 1,130,480 4.1

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 221 182

 ２ 賃貸料原価 96,191 92,923

 ３ 機械及び装置廃棄損 55,078 17,686

 ４ 雑損失 5,314 156,806 0.7 6,910 117,702 0.4

   経常利益 1,653,282 7.3 2,969,923

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 (注)3 ― 22,254

 ２ 投資有価証券売却益 25,053 178

 ３ その他 (注)4 2,550 27,603 0.1 750 23,182 0.1

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産売却損 (注)5 1,230 84

 ２ 固定資産廃棄損 (注)6 87,207 93,198

 ３ 減損損失 (注)7 ― 108,304

 ４ 投資有価証券評価損 2,999 60,000

 ５ 事業撤退補償費用 ― 5,000

 ６ 投資その他の資産 
   その他評価損

(注)8 2,000 1,299

 ７ 品質保証引当金繰入 ― 93,438 0.4 635 268,521 1.0

   税引前当期純利益 1,587,447 7.0 2,724,584 10.0

   法人税、住民税 
   及び事業税

381,500 1,236,657

   法人税等調整額 117,941 499,441 2.2 △145,319 1,091,337 4.0

   当期純利益 1,088,006 4.8 1,633,246 6.0

   前期繰越利益 1,535,522 1,639,444

   中間配当額 159,547 174,956

   当期未処分利益 2,463,981 3,097,733



製造原価明細書 

  

 
  

(注) 

  

 
  

第88期
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第89期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比 
(％)

Ⅰ 材料費 5,464,408 49.1 7,820,295 54.0

Ⅱ 労務費 1,856,955 16.7 2,050,626 14.2

Ⅲ 経費 3,803,056 34.2 4,620,794 31.9

  (うち外注加工費) (891,416) (8.0) (834,555) (5.8)

当期総製造費用 11,124,421 100.0 14,491,716 100.0

期首仕掛品たな卸高 1,124,210 1,100,563

合計 12,248,631 15,592,280

当期他勘定振替高 (注)2 702,149 720,097

期末仕掛品たな卸高 1,100,563 1,285,195

当期製品製造原価 (注)1 10,445,917 13,586,987

NO
第88期

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第89期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１

原価計算の方法は、実際額に基づき消費材料(月別移

動平均原価法)に加工度による労務費経費を加えて行

います。 

品種別総合原価計算を採用しています。

同左

２

当期他勘定振替高

1) 製品仕入先に対する 
  自製材料供給高(原価) 688,421千円

2) 未収入金(仕掛品譲渡高) 13,728千円

  計 702,149千円

当期他勘定振替高

1) 製品仕入先に対する
  自製材料供給高(原価) 706,096千円

2) 未収入金(仕掛品譲渡高) 14,001千円

  計 720,097千円



③ 【利益処分計算書】 

  

 
(注) 日付は株主総会承認年月日であります。 

  

重要な会計方針 

  

第88期
(平成17年６月24日)

第89期 
(平成18年６月23日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 当期未処分利益 2,463,981 3,097,733

Ⅱ 任意積立金取崩額

   配当積立金取崩額 100,000 100,000 ― ―

合計 2,563,981 3,097,733

Ⅲ 利益処分額

 １ 配当金 207,897 335,427

 ２ 役員賞与金 16,640 10,000

 ３ 任意積立金

    別途積立金 700,000 924,537 700,000 1,045,427

Ⅳ 次期繰越利益 1,639,444 2,052,306

項目
第88期

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第89期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法

その他有価証券

 時価のあるもの

  期末日の市場価格等に基づく時価

法(評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は主として

移動平均法により算定しておりま

す。)

同左

 時価のないもの

  移動平均法による原価法

同左

子会社株式及び関連会社株式

 移動平均法による原価法

同左

２ デリバティブ等の評価基

準及び評価方法

デリバティブ

 時価法

同左

３ たな卸資産の評価基準及

び評価方法

 低価基準 月別移動平均法 同左

４ 固定資産の減価償却の方

法

有形固定資産 定率法

ただし、平成10年４月１日以降取得し

た建物(建物附属設備を除く)について

は定額法。

なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

 建物   20～31年

 機械装置 ３～９年

有形固定資産 定率法

ただし、平成10年４月１日以降取得し

た建物(建物附属設備を除く)について

は定額法。

なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

 建物   20～38年

 機械装置 ３～９年

無形固定資産 定額法 同左



項目
第88期

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第89期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

５ 外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、当会計期間末

日の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理してお

ります。

同左

６ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

 

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。

同左

 (2) 賞与引当金 従業員の賞与の支給に備えるため、支

給見込額のうち当期の負担に属する額

を計上しております。

同左

 (3) 品質保証引当金 販売に伴う補償費用の支出に備えるた

め、売上高に対する過去の実績比率に

よって算定し、保証契約取引等で１年

以内の使用が確実に見込まれる区分の

ものは流動負債に、１年以上と見込ま

れる区分のものは固定負債に計上して

おります。

同左

 (4) 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、当事業年度

末において発生していると認められる

額を計上しております。 

なお、数理計算上の差異は、発生の翌

事業年度から15年定額法により費用処

理することとしております。

同左

 (5) 役員退職給与引当金 役員の退職により支給する退職慰労金

を役員毎役職毎の在任期間に対し内規

額を次の方法で引当てております。

 繰入方法：期末要支給額計上方式
 取崩方法：退職者の前期末要支給額
 残高基準：期末退職慰労金要支給見  
      積額

役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、役員毎役職毎の在任期間に対し内

規額を次の方法で引当てております。

繰入方法：期末要支給額計上方式
取崩方法：退職者の前期末要支給額
残高基準：期末退職慰労金要支給見 
     積額

７ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

同左



 
  

会計処理の変更 

  

項目
第88期

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第89期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

８ ヘッジ会計の方法

 (1) ヘッジ会計の方法

 

原則として繰延ヘッジ処理によること

としております。 

なお、振当処理の要件を満たしている

為替予約については振当処理を行うこ

ととしております。

同左

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

ヘッジ手段  為替予約 

ヘッジ対象  外貨建金銭債権

同左

 (3) ヘッジ方針 為替リスクをヘッジする手段としての

デリバティブ取引を行うこととしてお

り、投機目的のデリバティブ取引は、

行わないこととしております。

同左

 (4) ヘッジ有効性評価の方

法

ヘッジ開始時から有効性判断時点まで

の期間において、ヘッジ対象の相場変

動による変動額等を基礎にして判断す

ることとしております。

同左

９ その他財務諸表作成のた

めの重要な事項

   消費税等の会計処理 税抜方式によっております。 同左

第88期
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第89期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

――― （固定資産の減損に係る会計基準）
 当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」
（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見
書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定
資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準委
員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第６号）
を適用しております。 
 これにより税引前当期純利益が108,304千円減少してお
ります。

――― （退職給付引当金に係る会計基準） 

 当事業年度から「『退職給付に係る会計基準』の一部

改正」(企業会計基準第３号 平成17年３月16日)及び

「『退職給付に係る会計基準』の一部改正に関する適用

指針」(企業会計基準適用指針第７号 平成17年３月16

日)を適用しております。 

 これによる影響はありません。



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

 
  

第88期 
(平成17年３月31日)

第89期
(平成18年３月31日)

１ 有形固定資産の減価償却累計額

14,686,870千円

１ 有形固定資産の減価償却累計額

14,569,019千円

２ 会社の発行する株式

普通株式 62,800千株

  発行済株式の総数

普通株式 34,057千株

２ 会社の発行する株式

普通株式 62,800千株

  発行済株式の総数

普通株式 34,057千株

３ 自己株式の保有数

普通株式 2,068千株

３ 自己株式の保有数

普通株式 2,112千株

 

４ 関係会社に係る注記

  区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関

係会社に対するものは次のとおりであります。

１ 売掛金 640,672千円

２ 未収入金 387,161

３ 短期貸付金 209,482

４ 買掛金 658,334

４ 関係会社に係る注記

  区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関

係会社に対するものは次のとおりであります。

１ 売掛金 753,097千円

２ 未収入金 739,397

３ 短期貸付金 752,289

４ 買掛金 700,961

５ 未払金 30,335

６ 未払費用 2,453

５ 偶発債務

  子会社の金融機関からの借り入れについて、次の通

り保証を行っております。

SUNCALL TECHNOLOGY VIETNAM
CO.,LTD．

53,705千円
(USD500千)

５ 偶発債務

  子会社の金融機関からの借り入れについて、次の通

り保証を行っております。

SUNCALL TECHNOLOGY VIETNAM
CO.,LTD．

270,181千円
(USD2,300千)

６ 商法施行規則第124条第３号の規定により配当が制

限される純資産額は1,208,848千円であります。

６ 商法施行規則第124条第３号の規定により配当が制

限される純資産額は2,543,449千円であります。



(損益計算書関係) 

  
第88期

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第89期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 関係会社との取引に係る注記

  関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

おります。

製品仕入高(外注加工費を含む) 6,068,178千円

材料仕入高(貯蔵品を含む) 131,991

営業外収益受取利息 30,205

営業外収益賃貸料 248,436

１ 関係会社との取引に係る注記

  関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

おります。

製品仕入高(外注加工費を含む) 6,648,004千円

材料仕入高(貯蔵品を含む) 152,645

営業外収益受取利息 30,362

営業外収益賃貸料 203,160

 

２ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は、次

のとおりであります。

 (1) 販売費

給料手当賞与 268,331千円

賞与引当金繰入額 65,000

退職給付費用 67,530

その他人件費 47,280

運送費 366,849

減価償却費 3,086

旅費交通費 64,924

その他販売費 221,846

計 1,104,851

２ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は、次

のとおりであります。

役員報酬 100,916千円

役員退職給与引当金繰入額 48,320

給料手当 590,762

賞与 240,537

退職給付費用 79,406

運送費 365,403

業務委託費 70,392

減価償却費 171,251

旅費交通費 115,377

地代家賃 84,405

租税公課 91,008

 (2) 一般管理費

役員報酬 125,900千円

役員退職給与引当金繰入額 34,704

給与手当賞与 402,952

賞与引当金繰入額 172,069

退職給付費用 17,988

その他人件費 89,924

減価償却費 152,828

租税公課 61,445

その他管理費 647,451

計 1,705,265
 

おおよその割合

販売費 39 ％

一般管理費 61 ％

――― ３ 固定資産売却益の内訳

機械装置 22,254千円

４ 特別利益―その他―の内訳

品質保証引当金戻入益 600千円

貸倒引当金戻入益 1,950

合計 2,550

 

４ 特別利益―その他―の内訳

貸倒引当金戻入益 750千円

５ 固定資産売却損の内訳

機械装置 1,230千円

５ 固定資産売却損の内訳

車両運搬具 84千円

６ 固定資産廃棄損の内訳

建物 15,538千円

機械装置 46,858

工具・器具及び備品 17,167

その他 7,643

合計 87,207

６ 固定資産廃棄損の内訳

建物 9,096千円

機械装置 55,051

工具・器具及び備品 13,314

その他 15,734

合計 93,198



 
  

第88期

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第89期

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

―――

 

７ 減損損失

当社は、以下の資産について減損損失を計上しまし
た。

用途 種類 場所 金額(千円)

遊休 土地
宮城県
黒川郡

108,304

合計 108,304

上記の土地については、今後の利用計画も無く、時価
も著しく下落しているため、減損損失を認識いたしまし
た。 
（回収可能価額の算定方法等） 
 固定資産税評価額を基にした正味売却価額により評価
しております。

８ 投資その他の資産その他評価損の内訳

ゴルフ会員権 2,000千円

８ 投資その他の資産その他評価損の内訳

ゴルフ会員権 1,299千円

９ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

803,856千円

９ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

976,498千円



(リース取引関係) 

  

 
  

(有価証券関係) 

  

 
  

第88期
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第89期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引に係る注記

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引に係る注記

 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(千円)

減価償却累 
計額相当額 
(千円)

期末残高
相当額 
(千円)

車両運搬具 33,703 16,114 17,588

工具・器具 
及び備品

166,967 152,295 14,671

ソフトウェア 82,416 68,919 13,496

合計 283,086 237,329 45,756

  取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形

固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定しております。

 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

取得価額
相当額 
(千円)

減価償却累 
計額相当額 
(千円)

期末残高 
相当額 
(千円)

車両運搬具 66,595 39,952 26,642

工具・器具
及び備品

203,272 201,713 1,559

ソフトウェア 82,416 81,166 1,249

合計 352,283 322,832 29,450

  取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形

固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定しております。

 

２ 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 31,996千円

１年超 13,759

合計 45,756

  未経過リース料期末残高相当額は、有形固定資産の

期末残高等に占める未経過リース料期末残高の割合

が低いため支払利子込み法により算定しておりま

す。

 

２ 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 11,631千円

１年超 17,819

合計 29,450

  未経過リース料期末残高相当額は、有形固定資産の

期末残高等に占める未経過リース料期末残高の割合

が低いため支払利子込み法により算定しておりま

す。

３ 支払リース料及び減価償却費相当額

(1) 支払リース料 47,738千円

(2) 減価償却費相当額 47,738千円

３ 支払リース料及び減価償却費相当額

(1) 支払リース料 38,484千円

(2) 減価償却費相当額 38,484千円

４ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

４ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

第88期 
(平成17年３月31日)

第89期
(平成18年３月31日)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありま

せん。

同左



(税効果会計関係) 

  

 

  

第88期 
(平成17年３月31日)

第89期
(平成18年３月31日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別内

訳

  繰延税金資産

賞与引当金繰入限度超過額 112,000千円

未払事業税否認 24,104

未払固定資産税事業所税否認 15,734

退職給付引当金否認 357,276

有形固定資産減価償却超過額 326,313

外国税額控除 81,966

役員退職給与引当金否認 57,794

投資有価証券評価損否認 18,639

その他 36,972

繰延税金資産合計 1,030,801

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別内

訳

  繰延税金資産

賞与引当金繰入限度超過額 120,000千円

未払事業税否認 72,221

未払固定資産税事業所税否認 21,781

退職給付引当金否認 365,627

有形固定資産減価償却超過額 356,936

外国税額控除 91,598

役員退職給与引当金否認 17,894

投資有価証券評価損否認 42,639

減損会計 43,321

その他 44,101

繰延税金資産合計 1,176,121

 

  繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △805,899千円

繰延税金資産の純額 224,902

   平成17年３月31日現在の繰延税金資産の純額は、

貸借対照表の以下の項目に含まれています。

流動資産―繰延税金資産 255,907千円

固定負債―繰延税金負債 △31,004

 

  繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △1,695,632千円

繰延税金資産の純額 △519,511

   平成18年３月31日現在の繰延税金資産の純額は、

貸借対照表の以下の項目に含まれています。

流動資産―繰延税金資産 326,749千円

固定負債―繰延税金負債 △846,261

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との主な差異原因内訳

法定実効税率 40.0％

(差異原因)

交際費損金不算入 0.5

受取配当益金不算入 △4.3

住民税均等割 1.0

外国税額控除 △5.2

その他 △0.5

税効果会計適用後の法人税等の 
負担率

31.5

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の百分の五以下であ

るため注記を省略しております。



(１株当たり情報) 

  

 
(注) １株当たり当期純利益金額および潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額算定上の基礎 

項目
第88期

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第89期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 602円71銭 681円86銭

１株当たり当期純利益 33円59銭 50円85銭

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

33円41銭 50円70銭

項目
第88期

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第89期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

損益計算上の当期純利益(千円) 1,088,006 1,633,246

普通株式に係る当期純利益(千円) 1,071,366 1,623,246

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳(千円) 
利益処分による役員賞与金 
（内利益処分による監査役賞与金）

16,640 
(―)

10,000 
(―)

普通株主に帰属しない金額(千円) 16,640 10,000

普通株式の期中平均株式数(株) 31,895,904 31,922,531

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いら
れた当期純利益調整額の主要な内訳(千円)

― ―

      当期純利益調整額(千円) ― ―

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いら
れた普通株式増加数の主要な内訳(株) 
 新株予約権

 
175,565

 
95,402

       普通株式増加数(株) 175,565 95,402

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後の１株当
たり当期純利益の算定に含まれなかった潜在株式の概
要

――― ―――



④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(千円)

(投資有価証券)

 その他有価証券

伊藤忠商事㈱ 1,062,752 1,074,442

トヨタ自動車㈱ 141,270 908,366

㈱神戸製鋼所 1,651,545 738,240

住友信託銀行㈱ 459,320 625,593

㈱京都銀行 403,422 572,859

栗田工業㈱ 165,333 416,639

㈱エクセディ 49,665 189,223

㈱ニッパツ 69,575 103,666

㈱クボタ 64,000 81,280

㈱アイ・ロジスティクス 150,000 72,000

その他（36銘柄） 1,390,602 512,864

計 5,607,484 5,295,176



【有形固定資産等明細表】 

  

 
(注) １ 当期中の主な増加の内訳 

 
  

２ 当期中の主な減少の内訳 

 
  なお、当期減少額のうち（ ）内は内書きで減損損失の計上額であります。 

  

資産の種類
前期末残高
(千円)

当期増加額 
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額 
又は償却 
累計額(千円)

当期償却額 
(千円)

差引当期末
残高 
(千円)

有形固定資産

 建物 5,570,078 95,727 27,861 5,637,945 2,881,704 162,433 2,756,240

 構築物 2,070,767 40,981 223,557 1,888,191 1,632,470 31,812 255,720

 機械及び装置 10,846,821 1,415,420 1,126,108 11,136,133 8,597,542 810,160 2,538,591

 車両運搬具 50,218 ― 10,249 39,969 35,981 1,884 3,987

 工具器具及び備品 1,714,873 304,223 175,767 1,843,328 1,421,320 251,141 422,007

 土地 1,756,828 ―
108,304 
(108,304)

1,648,524 ― ― 1,648,524

 建設仮勘定 59,912 1,690,923 1,605,179 145,656 ― ― 145,656

有形固定資産計 22,069,499 3,547,277
3,277,025 
(108,304)

22,339,748 14,569,019 1,257,433 7,770,729

無形固定資産

 ソフトウェア 200,398 15,337 400 215,336 138,429 28,712 76,906

 電話利用権 6,591 ― ― 6,591 ― ― 6,591

無形固定資産計 206,989 15,337 400 221,927 138,429 28,712 83,497

投資その他の資産

長期前払費用 375,709 5,425 11,140 369,994 195,202 74,077 174,792

投資その他の資産計 375,709 5,425 11,140 369,994 195,202 74,077 174,792

建物 開発部門 関連部門 恒温恒湿室 30,840千円

機械及び装置 精密機能製品 関連部門 弁ばね製造装置 227,245千円

精密異形線 89,131千円

自動車安全機能部品製造装置 86,554千円

デジトロ製品 関連部門 フレクシャ自動化装置 876,050千円

建設仮勘定 精密機能製品 関連部門 自動車安全機能部品製造装置 151,623千円

デジトロ製品 関連部門 フレクシャ自動化装置 749,054千円

機械及び装置 精密機能製品 関連部門 弁ばね用材料線製造装置 190,610千円

プリンタ部品製造装置 187,626千円

変速機部品製造装置 140,788千円

自動車安全機能部品製造装置 137,359千円

デジトロ製品 関連部門 フレクシャ自動化装置 232,422千円



【資本金等明細表】 

  

 
(注)１ 当期末における自己株式数は2,112,452株であります。 

  ２ その他資本剰余金の増加の原因は、自己株式の処分によるものであります。 

  ３ 別途積立金の増加の原因は、すべて利益処分によるものであります。 

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

資本金 (千円) 4,808,201 ― ― 4,808,201

資本金のうち 
既発行株式

普通株式 (株) (34,057,923) (―) (―) (34,057,923)

普通株式 (千円) 4,808,201 ― ― 4,808,201

計 (株) (34,057,923) (―) (―) (34,057,923)

計 (千円) 4,808,201 ― ― 4,808,201

資本準備金及び 
その他資本剰余金

(資本準備金)

再評価積立金 (千円) 29,263 ― ― 29,263

株式払込剰余金 (千円) 2,692,681 ― ― 2,692,681

(その他資本剰余金)

自己株式処分差益 (千円) 2,926 10,766 ― 13,692

計 (千円) 2,724,870 10,766 ― 2,735,637

利益準備金及び 
任意積立金

(利益準備金) (千円) 581,598 ― ― 581,598

(任意積立金)

設備改修積立金 (千円) 2,450,000 ― ― 2,450,000

技術研究積立金 (千円) 2,800,000 ― ― 2,800,000

配当積立金 (千円) 100,000 ― 100,000 ―

退職積立金 (千円) 70,000 ― ― 70,000

別途積立金 (千円) 2,920,000 700,000 ― 3,620,000

計 (千円) 8,921,598 700,000 100,000 9,521,598



【引当金明細表】 

  

 
(注) 貸倒引当金の当期減少額の（その他）欄の金額は、計上すべき額が減少したことに伴う洗替額であります。 

区分
前期末残高 
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用) 
(千円)

当期減少額
(その他) 
(千円)

当期末残高 
(千円)

貸倒引当金 
流動資産分(注)

9,700 4,540 ― ― 14,240

貸倒引当金 
固定資産分(注)

750 ― ― 750 ―

賞与引当金 280,000 300,000 280,000 ― 300,000

品質保証引当金(短期) 2,530 837 ― ― 3,367

品質保証引当金(長期) 6,820 1,350 ― ― 8,170

役員退職給与引当金 144,486 44,736 144,486 ― 44,736



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

  

 
  

② 受取手形 

(イ)相手先別内訳 

  

 
  

(ロ)期日別内訳 

  

 
  

区分 金額(千円)

現金 1,071

小口現金 34,135

預金の種類

当座預金 1,858,934

普通預金 1,000,918

計 2,859,852

合計 2,895,059

相手先 金額(千円)

㈱リケン 106,370

ボルグワーナー・モールステック・ジャパン 50,146

村田発條(株) 34,817

日本ピストンリング(株) 29,272

盟友技研(株) 26,509

その他 265,864

合計 512,980

期日別 金額(千円)

平成18年４月満期 151,208

  〃  ５月 〃 137,846

  〃  ６月 〃 142,741

  〃  ７月 〃 76,863

  〃  ８月 〃 4,320

合計 512,980



③ 売掛金 

(イ)相手先別内訳 

  

 
  

(ロ)売掛金滞留状況 

  

 
(注) 消費税等の会計処理は、税抜方式を採用していますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

  

④ 製品 

  

 
  

⑤ 原材料 

  

相手先 金額(千円)

SHENZHEN HAILIANG STORAGE PRODUCTS CO. LTD. 653,008

日信工業㈱ 602,880

エヌエスケー・ワーナー㈱ 488,271

Hitachi Global Storage Technologies Philippines 
Corp

355,078

(株)ユタカ技研 262,369

その他 3,935,643

合計 6,297,251

期首残高(千円) 
 
(Ａ)

当期発生高(千円)
 
(Ｂ)

当期末残高(千円)
 
(Ｃ)

当期回収高(千円)
 

(Ｄ)＝Ａ＋Ｂ－Ｃ
 

回転率(回)
Ｂ

(Ａ＋Ｃ)×１/２
 

滞留期間(日)
(365)
回転率

5,263,572 28,439,627 6,297,251 27,405,948 4.92 74

区分 金額(千円)

精密機能製品 499,453

デジトロ製品 165,341

ＦＯ＆Ｓ製品 12,113

その他 163

合計 677,072

品名 金額(千円)

シリクロ 43,061

鋼線 1,477

合計 44,539



⑥ 仕掛品 

  

 
  

⑦ 貯蔵品 

  

 
  

区分 金額(千円)

精密機能製品 527,259

デジトロ製品 464,494

ＦＯ＆Ｓ製品 292,904

その他 536

合計 1,285,195

品名 金額(千円)

組付部品 12,375

生産消耗品 10,577

荷造用材料 10,095

ダイス 8,546

工場消耗品 3,172

砥石 2,682

治工具 858

その他 22,647

合計 70,956



⑧ 未収入金 

  

 
  

⑨ 関係会社株式 

  

 
  

相手先 金額(千円)

SUNCALL CO.,(H.K.) LTD. 441,686

SUNCALL HIGH PRECISION (THAILAND) LTD. 72,221

サンコール菊池㈱ 68,676

サンコールエンジニアリング㈱ 57,292

広瀬テクノロジー㈱ 42,010

SUNCALL AMERICA INC. 35,513

㈱トーセイ 22,444

PT.SUNCALL INDONESIA 17,266

三和興産㈱ 6,333

その他 22,219

合計 785,664

銘柄 金額(千円)

SUNCALL AMERICA INC. 1,012,824

PT.SUNCALL INDONESIA 481,675

広瀬テクノロジー㈱ 450,000

SUNCALL TECHNOLIGY VIETNAM CO.,LTD. 283,042

SUNCALL HIGH PRECISION (Thailand) LTD. 277,646

サンコール菊池㈱ 97,000

サンコールエンジニアリング㈱ 69,000

SUNCALL CO., (H.K.) LTD. 58,893

SUNCALL EUROPE s.r.o. 13,680

沢根スプリング㈱ 6,750

合計 2,750,511



⑩ 関係会社長期貸付金 

  

 
  

⑪ 支払手形 

(イ)相手先別内訳 

  

 
  

(ロ)期日別内訳 

  

 
  

相手先 金額(千円)

SUNCALL HIGH PRECISION (Thailand) LTD. 400,000

サンコール菊池㈱ 395,000

広瀬テクノロジー㈱ 252,000

SUNCALL AMERICA INC. 143,313

合計 1,190,313

相手先 金額(千円)

京セラ㈱ 21,144

スズモト(株) 3,465

合計 24,609

期日別

金額（千円）

支払手形

平成18年４月満期 2,916

  〃  ５月 〃 6,368

  〃  ６月 〃 3,303

  〃  ７月 〃 12,021

合計 24,609



⑫ 買掛金 

  

 
  

⑬ 設備支払手形 

(イ)相手先別内訳 

  

 
  

(ロ)期日別内訳 

 
  

相手先 金額(千円)

大日本印刷㈱ 667,532

広瀬テクノロジー㈱ 448,562

㈱テクノ大西 386,038

東邦発条㈱ 233,233

凸版印刷(株) 198,673

その他 2,502,835

合計 4,436,876

相手先 金額(千円)

(株)共和工機 4,882

(株)内藤電気製作所 4,882

富士電波工機(株) 3,066

合計 12,831

期日別

金額（千円）

設備支払手形

平成18年５月満期 4,882

  〃  ６月 〃 7,948

合計 12,831



⑭ 退職給付引当金 

  

 
  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

区分 金額(千円)

退職給付債務 2,896,785

未認識数理計算上の差異 56,981

未認識過去勤務債務 148,514

前払年金費用 155,362

年金資産 △2,390,457

合計 867,186



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
（注） 平成18年６月23日開催の定時株主総会決議により定款の一部変更が行われ、会社の公告方法は次のとおりと

なりました。 

 当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告

をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。 

 なお、電子公告は当社ホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりです。 

  http://www.suncall.co.jp/ 

  

決算期 ３月31日

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類

10,000株券 5,000株券 1,000株券 500株券 100株券及び100株未満の株数を表示した
株券 
 
１単元の株式の数に満たない株式の数を表示した株券は、喪失による再発行、汚損ま
たは毀損による再発行、満欄による再発行以外発行を請求することができない。

中間配当基準日 ９月30日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え

  取扱場所 大阪市中央区北浜４丁目５番33号 住友信託銀行㈱ 証券代行部

  株主名簿管理人 大阪市中央区北浜４丁目５番33号 住友信託銀行㈱

  取次所 住友信託銀行㈱ 全国各支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 株券１枚につき200円

単元未満株式の買取り

  取扱場所 大阪市中央区北浜４丁目５番33号 住友信託銀行㈱ 証券代行部

  代理人 大阪市中央区北浜４丁目５番33号 住友信託銀行㈱

  取次所 住友信託銀行㈱ 全国各支店

  買取手数料

以下の算出により１単元あたりの金額を算定し、これを買取った単元未満株式の数で
按分した金額。 
(算式)１株当りの買取価格に１単元の株式数を乗じた合計金額のうち 
100万円以下の金額につき           1.150％ 
100万円を超え500万円以下の金額につき    0.900％ 
500万円を超え1,000万円以下の金額につき   0.700％ 
1,000万円を超え3,000万円以下の金額につき  0.575％ 
3,000万円を超え5,000万円以下の金額につき  0.375％ 
 (円未満の端数を生じた場合には切捨てる。) 
ただし、１単元当りの算定金額が2,500円に満たない場合には、2,500円とする。

公告掲載方法 日本経済新聞

株主に対する特典 なし



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

  

 
  

  

(1) 有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第88期)

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日

17年６月28日 
近畿財務局長に提出

(2) 臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令
第19条第２項第19号（重要な資産の
譲渡）の規定に基づくもの

17年７月15日 
近畿財務局長に提出

(3) 臨時報告書の 
訂正報告書

上記臨時報告書の訂正報告書 17年８月１日 
近畿財務局長に提出

(4) 半期報告書 (第89期中)
自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日

17年12月26日 
近畿財務局長に提出



該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成１７年６月２４日

サンコール株式会社 

取 締 役 会 御 中 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れているサンコール株式会社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の連結財

務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書

及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、サンコール株式会社及び連結子会社の平成１７年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示して

いるものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

  

 

大 和 監 査 法 人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  林     光  行  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  中  本  行  則  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成１８年６月２３日

サンコール株式会社 

取 締 役 会 御 中 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れているサンコール株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の連結財

務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書

及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、サンコール株式会社及び連結子会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示して

いるものと認める。 

  

追記情報 

会計処理の変更に記載のとおり、会社は、当連結会計年度から固定資産の減損に係る会計基準を適用して

いるため、当該会計基準により連結財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

  

 

大 和 監 査 法 人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  林     光  行  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  中  本  行  則  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成１７年６月２４日

サンコール株式会社 

取 締 役 会 御 中 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れているサンコール株式会社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第８８期事業年度の財

務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、サンコール株式会社の平成１７年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経

営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

  

大 和 監 査 法 人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  林     光  行  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  中  本  行  則  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成１８年６月２３日

サンコール株式会社 

取 締 役 会 御 中 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れているサンコール株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第８９期事業年度の財

務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、サンコール株式会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経

営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

会計処理の変更に記載のとおり、会社は、当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準を適用している

ため、当該会計基準により財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

  

大 和 監 査 法 人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  林     光  行  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  中  本  行  則  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。
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